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この 資料 は,日 本 自転 車 振 興 会 か ら競 輪 収 益 の一 部 で あ る

機 械 工 業 振興 資金 の 補 助 を受 け て昭 和51年 度 に実 施 した「シ

ス テム ・コス トの計 上,賦 課,評 価 方 式 に 関す る調 査研 究 」

の 成果 を と りま とめ た もの で あ ります 。'



システム ・コス ト関係文献抄録集 要 目

1.調 査 文 献

シ ステ ム ・コス トの 計 上,賦 課,評 価 等 に 関連 す る内外 の 文 献 を調 査 して,

その 主要 な もの を本 葉 に抄 録抽 出 した。

2.調 査 対 象 資 料

内外 の コ ン ピュ ー タ ・シス テ ム関 連 雑 誌 ・記 録 約100種 を検 索 した。原 則

とし て定期 刊 行 資 料 ・会 議 資料 に限 り,書 籍 を除 くが,例 外 もあ る。

3.調 査 対 象 期 間

お お むね,1974年 ～1976年 の3年 間 の 資料 を検索 し た。

4.分 類

抽 出 した文 献 は,次 の8項 目に仮 に分 類 した。

1.シ ステ ム ・コ ス トの 実態

2.シ ス テム ・コス トの 管理(含 む原 価 計算)

3.シ ス テム ・コス トの 分 析

4.シ ス テム ・コス トの 賦 課 配 分

5.リ ソー スの管 理

6.シ ス テ ム開発 の管 理

7.ネ ッ トワー クの経 済 性

8。 費用 対 効 果

5.抄 録 文 献 の 記 述

と りあげ た文 献 は,次 の 順 序 に 従 って 記 述 して あ る。
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米 国 デ ー タ 処 理 予 算 の 支 出 パ タ ー ン

情報処理 ニュース 第104号(財)日 本情報処理開発センター

1972年7月

P..1～P.11

米 国の調査会社lDCは,EDPに 対 する トップ ・マネ,ジメン トの考 え方 と予算の動向 を

調査 した。Dieboldグ ループもEDP予 算 の支出パ ターンを調査 した。両調査の 概 要 を

述べてい る。

lDCが 継続的に行 っている コンピュータ ・ユーザ調査にょると,コ ンピュータ産業に投

下 されている金額は,数 少ない大手ユーザによ って占有 されている
。全米の コンピュータ ・

ユーザの半数にも満たない大手10 ,000社 の 企業だけで全米のEDP支 出の95%を 占めて

いる。 ユーザにインタヴュー して,そ の傾向を述べてい る。① データ処理パ フォーマ ンスに

は不満足であるが,大 部分のユーザは事態は改善 されっっあると表明,②EDPに 対 するマ

ネジメン ト・コン トロールを望んでいて,経 営者 はEDP部 門が利益 を計 上で きる ことを期

待 している,な どである。

さらに,EDP担 当 エグゼ クティブか らの不満点を掲載 している。① 新 しいアプ リケーシ

ョンの導入は計画通 り行 われた ことがない
。 プロジェク ト ・チームの人員異動の ため,プ ロ

ジェク ト全体が遅延する,② 新 しい アプ リケーションを導入するための コス トは常に過少評

価されている,③ アプ リケーションが導入 されても予定通 りの効果をあげた ことがない,な

どである。1970年 ～1972年 のEDP予 算の支出パ ターンについて,円 グラフを用いて

システム ・ハー ドウェア,サ ポー ト・ハー ドウェア,外 部サー ビス,ソ フ トウェアに分けて

説明 している。

Dieboldグ ループは,鉱 工業大手500社 の上位2/3お よび非鉱工業の各分野で トップ

50社 に入る大企業を対象に,EDP支 出 パ ター ンにっいて アンケー ト調査 を行 った
。調査の

一環として3っ の指標 を作成 した
。① 売 り上げ高に対するEDP支 出 の比率 ②EDP要 員

の人件費に対するハー ドウェ ア費用の比率 ③ 全従業員に対するEDP要 員 の比率 である
。

また,ア プ リケーションの変遷について述べている。
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中 小 企 業 に お け る コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 現 状 と 問 題 点

田中香右著(日 本情報開発協会)

商工 ジャーナル

1975年12月

P.6～P.9

コ ン ピュータの利用法にっいて,3通 りに分けて推定数 を述べてい る
。 自社内に コンピュ

ータを設置している場合
,中 小企業では,だ いたい1万2千 台の コンピュータが1万2千 社

で使われている。 自社内に端末機 を置 き,外 部の コンピュータと通信 回線 で結んでいる場 合

(オ ンライン ・システム),中 小 企業では,事 務計算用に約SOO枇 科学技術計算用に約

400社 で ある。計算 センターに業務 を依頼している場合,中 小企業では約1万5千 社であ

る。

コンピュー タを設置 している中小企業における利用状況 にっいて図 を用いて解説 している
。

従業員数300人 未満の条件で,統 計 をと.った。調査対象の社数は209祐 平 均従業員数

165人 ヲ 平均月商2.3億 円 で,デ ータは昭和49年 で ある。 中小企業の コン ピュータ経験

年数は まだ少ない。 中小 企業では三次産業か らコンピュータ化が始 まっている。 また,コ ン

ピュータ経費中に 占める各項 目の割合,売 上げに対する コン ピュータ経費の割合,従 業員1

人 当 りの コンピュータ経 費月額,適 用業務,導 入による直接的な効果 間接的な効果にっい

て述べている。

中小企業が コンピュータを利用 してい く上での問題点 を述べている。 コンピュータ利用の

目的は,経 済合理性の追求 である。 コンピュータの コス トを下げる方策としては,標 準化,

共同化,周 辺機器の選択,コ ンピュータの使用 ・取得方式等 にっいて長期的な観点か ら検討

する必要 があるとい っている。

最後に,中 小企業 とネ ットワークにっいて説 明している。 ネッ トワー クとは,リ ソースと

しての コンピュー タ ・パ ワーが通信回線で結合 された形をい う。通信回線の活用,ネ ッ トワ

ーク形成への展望にっいて述べている
。
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世 界 の コ ン ピュ ータ ・ニ ュ ース 欧1・Illユーザ の1976年EDP予 算 調査

コンピュー トピア

1976年5月

P.96-・]P.98

Datamation誌 は,ア ンケー ト調査により,欧 州11カ 国70以 上の ユーザのEDP予

算調査 を行 った。全般的に予算増にな っているが,相 変 らず厳 しい コス ト管理 が実行 されて

お り,よ り低い コス トで最大限の効果 を引 き出そ うとい う傾 向である。年間売上げは合計 で

300億 ドル以上,EDP関 連 支出総額は3億 ドルで,業 種は,製 造,金 融,卸 ・小売,運 輸,

印刷 ・出版,教 育,政 府,サ ー ビスと多岐にわた っている。 使用機種は,lBMが 最 も多 く

26社 で あった。EDPレ ベ ルは,単 純な経理面での使用 か らデー タ ・ベース ・マネジメン

ト ・システムまで,ま た衛星通信 を利用 してネ ットワークを構築している段階 まで,と 様 々

である。

結果の概要 は,1976年 のEDP予 算増 を計画 している。増加率 は15%以 下の ものが全

体の半数 を占めている。最大の費 目は,人 件費とハー ドウェア ・コス トである。 この2つ の

費目に対 し,1976年 に支 出削減 を予定 しているの は,人 件費では8%の ユ ーザで,ハ ー ド

ウェア ・コス トは25%が 削減予定 である。1975年 に 比べ新規導入予定が大幅にふえてい

ることとともに,ほ とん どの ユーザが新規 アプ リケー ションの開発を予定 していると回答 し

て きた ことは注 目される。1976年 は オンライン ・アプ リケー ションの開始 を予定 している

ユーザ もあ り,約 半数のユーザが新規 アプ リケー ションのための要員増を予定 している
。

EDPの 予 算規模に従 って全体 を5っ(5万 ドル～25万 ドル,25万 ドル～50万 ドル,

50万 ドル～75万 ドル,75万 ドル～100万 ドル,100万 ドル以上)の グループに分け

て,主 な費 目に対する予算 を前年と比較 し分析 している。 各 々の グループ別に特に注 目され

る点 を述べてい る。

業種別分類によるEDPコ ス トの費 目別配分は,EDP予 算規模による分類 ほど際立 った

特徴は無 く,サ ンプル数 も非常に小 さいので,特 徴 もっかみに くいが,い くつかの傾向 を述

べている。 また,国 別分類に よる分析 も行 っている。
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1

原 価 計 算 部 会 報 告

ソフ トウェ アの流通促進に関す る調査研究報告書(社)ソ フ トウェア産タ振 興協会(社)日 本情

報 センター協会

1975年3月

P.38～P.164・ ・

ソフ トウエア業界の提供するソフ トウエアの流通が活発でない原因の1つ として,価 格の

問題をあげている。伺 一の業務に対するソフ トウエ アの作成の見積 り額が,供 給者に よって

異なるとい う点はユーザか らしば しば指摘 される問題である。 これは,供 給者間で原価計算

の方式に統一的なものが無いか らである。 ここでは,原 価主義による原価計算方式の統一に

っいて述べている。①情報処理業の原価計算実施状況 ②原価計算の実例(4社 の 実例)

③ 情報処理業の原価計算要領(試 案)に 分 けて説明 してい る。① については,ア ンケー ト

によ り調査 を実施 した。 配布先は,(社)日 本情報センター協会会員会社および(社)ソ フト

ウエア産業振興協会会員会社の合計170社 で ある。調査結果は,原 価計算制度実施会社は現

在 きわめて少ないが,こ れを以 って一概に原価意 識が低調であるとはいい切れないと述べて

いる。 この ことは従来,当 業界の経営が技 術先導型であ ったためと,費 用の大部分が固定費

である ことによる。 原価計算制度実施会社でも原価集計 までで,原 価に よる経営管理 まで達

していないところもある。 原価計算の経済性にっいて疑問視 しているところもある。 今後,

原 価計算制度 を導入する場合には,指 向目的を明確に して,こ れ痴効率的に達成する原価計

算 システムを作る必要があると述べている。 ② にっ いては,4社 の原価計算制度の実例に

っいて述べている。 たとえば,A社 の場合は,原 価計算制度の概要,原 価要素の分類 と費 目

別計算の集計,部 門別計算,製 作 品別計算,見 積価格の計算方法について述べ ている。 ③

にっいては,業 界各社の実施例 を参考と して,す でに公表 されている大蔵省企業会計審議会

の 「原価計算基準」(昭 和37年11月8日)を 踏まえて,情 報処理業における原価計算要領

の試案 を述べ ている。
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EDPコ ス ト管 理

宮崎和郎 ・小島義輝著(公 認会計士)

産 業経理第35巻

1975年12月

P.77～P.83

人 件 費の高騰,事 務処理の迅速化 ・合理 化の要請な どか ら各種業務のEDP化 は 避け られ

ないのでEDPコ ス トの増加 も不可避であ る。 したが って,EDPコ ス ト管理の要請 が強 ま

っている。経理部門のためのEDPコ ス ト管理にっいて述べている。

EDPコ ス トを経費費目で分類すれば他の部 門費と同じく,人 件費,レ ンタルまたは減価

償却費,事 務用品費等 々があるが,シ ステムの運営維持にかかる費用 と開発にかか る費用を

含んでいるので十分な分類方法でない。

管理方法は4グ ループに分類で きる。 ① 現行 システムのEDPコ ス ト管理 ② 新 システ

ム開発 コス ト管理 ③ 電算機の レベ ル ・アップの検討 ④電算機の集中化 ・分散化の検討方

法 の4グ ループである。

① を,さ らに インプッ ト作成に関する コス ト,電 算機稼動 に関するコス ト,シ ステムの メ

インテナンスに関する コス ト,EDPシ ス テムの運営管理に関する コス トに区分 して説 明 し

ているo

② については,プ ロジェク ト・コス ト・コン トロールが最適であ り,開 発の主要な作業 ス

テ ップごとに所要する期間 ・人員を見積 り,関 連経費 を予算化する。 開発期間は,予 算検討時

には特 に注意す る必要がある。

③ については,現 在の機器が有効に使われているか,レ ベルア ップの 目的 が合理 的か,現

在の システムの中に効率化 存廃の検討に値する ものはない か等に注意する必要があると述

べている。

④ にっいては,事 業所が多 く,規 模の大 きな企業 ではEDP機 能 を集中化すべ きか,分 散

化すべ きかとい う問題に遇 うと述べている。集中化の場合 と分散化の場合の総機器費,人 件

費,通 信費の比較,そ しで全社的 なシステム,長 期計画の策定の要否の検討が必要 である。
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電 算 室 の 原 価 管 理 と 経 費 節 減 ①

田辺広人著

事務と経営

1976年7月

P.97～P.100

電算 室 コス トの原価管理にっいて,① 電算室の使命とコス トの解剖 ②導入当初の コンピ

ュー タ投資意志決定分析 ③ 電算室原価計算 ・管理一基本の仕組 ④ 日常定例業務の原価計

算 ・管理 ⑤ システム開発業務の原価計算 ・管理 ⑥ 利用部門への情報処理 コス トの振替(

請求)を テーマに6回 の シ リーズで解説 している。

電算室の処理は,① 日常定例業務の処理 ② システムの改善開発(開 発業務)の 業務 に大

別 される。 日常定例業務は主に アウ トプ ットレポー トとい う製品を製造するデータ処理工場

であ り,シ ステム開発業務は,新 コンピュー タアプリケーションを開発する研究開発業務 と

い える。 即 ち,電 算室は 「情報の製造工場」とい っている。

電算室が,情 報の製造工場であれば当然工場 としての管理の仕組みが必要不可欠 となる。

すなわ ち,電 算室においても工場管理の柱である生産管理 ・在庫管理 ・品質管理そ して原価

管理がその骨格 となる。 この原価管理の現状を4段 階に分けて説明している。

電算室で発生 する費用を人件費,機 械関係費,設 備関係費,消 耗品費,外 注費,保 守保険

費,そ の他の経 費に分けている。 構成比は人件 費と機械設備関係費が約84～85%を 占 め

ている。 費用 を固定費 ・変動費の 区分でみると,固 定費が84～85%,変 動 費が15～16

%と な り,電 算室 コス トは固定費が大半 を占めている。 電算室の原価計算管理には,経 費会

計 システムの整備が基礎であると述べている。

従来 までの原価管理の考え方は,費 用の発生 レベルで単にと らえているのみであると述べ

てい る。 これか らの電算室原価管理の考 え方は,固 定費が大半 を占めているだけに導入決定

時の電算 コス ト投 資額の分析が重要 である。 固定費であ って も量 と質のチェ ックおよび電算

室内各係別の物量作業単位標準の設定管理 と最終製品である アウ トプ ットの製品別標準原価

の設定管理 による電算室原価管理 の仕組 みを確立すべ きである。電算室原価管理の方向付け

として,日 常定例業務は標準原価計算制度 であ り,シ ステム開発業務は個別原価計算制度で

あると説明している。
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電 算 室 の 原 価 管 理 と 経 費 節 減 ②

一導入当初のコンピュータ投 資意志決定分析一

田辺広人著

事務と経営

1976年9月

P.57～P.61

今 後,有 形 な物への投資 も重要である以上に,社 会管理 システム確立のための 目に見えな

い無形なマネジメ ントシステム投資がよ り重要であ り,コ ンピュータはこの マネジメン トシ

ステム確立のための一手段である
。 コンピュータシステムの導入を無形固定資産投 資とい っ

ている。(な お,コ ンピュー タシステム開発 コス トは,税 務 上組織開発費 として5か 年間の

繰延処理が可能である ことを指摘 している。)

コンピュータシステム投資意志決定の範囲は,① 新規導入時 ②現行 システムの増設増強

③ 上級機種への リプレース ④ 利用形態の変更改善 ⑤ システムの メンテナンス ・レベルァ

。プであ り,そ れぞれのケースで コン ピュータシステムの有効利用 と コス トに見合 う効果を

あげるための投資意志決定分析を実施する必要がある。

コンピュータ投 資意志決定分析の鍵は,シ ステム開発前の現状分析に もとつ く
,改 善 シス

テムデザインと望 ましい機種 ・機器構成の選定および コス ト分析であ り,ま た これに伴 うシ

ステム導入の失敗の要因を述べている
。

機械化対象業務 ・対象機種選定作業の実施にっいて,① 作業の具体的な狙い ②作 業手順

③ 作業 ポイン トの解説 ④ メーカ提案書の比較分析ポイン ト に分 けて説 明している。例 え

ば,① 作業の具体的な狙いでは,機 械化の長期計画立案,機 械化すべ き対 象業務 範囲の検討

決定等,② 作業手順では,機 械化構想 ・目的 ・計画の立案,作 業スタ ッフの選任と事前教育

等,③ 作業ポ イン トの解説では,長 期機械化構想計画の立案,現 状業務の調査分析と改善 シ

ステム立案等,④ メーカ提案書の比較分析ポイン トでは,機 種機器構成 ・性能 ・コス ト
,ソ

フ トウエアサー ビス,SEサ ー ビス等について述べてい る
。

投資意志決定分析の ポイン トは,① メー カ提案依頼前 にシステム分析 をす る重要性,② コ

ス ト比較分析,③ メーカ提案書の シビアな分析,④ 導入一時費用の見方の4っ をあげてお り
,

それぞれにっいて説 明してい る。
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電 算 室 の 原 価 管 理 と 経 費 節 減 ③

一 電算室一原価計算管理基本の仕組一

田辺広人著

事務 と経営

1976年ll月.

1).58～P.63

9月 号 の若干の補足 を行 ってい る。 コンピュータを初 めて導入する企業,レ ベ ルアップ(

リプ レース)す る企業 において,コ ンピュータ導入研修教育費用の試案研究費の 「情報処理

に関する高度の技術研修」 として租説特別措置法に規定 される税額控除の適用 をうける こと

が可能 である。 また,現 在 コンピュータ導入方法は,レ ンタル ・リース方式が多いが,買 取

り方式に も注 目すべ きであると述べている。

システム開発業務 ・日常定例業務原価管理の基礎となる ① 電算室発生 費用 とコス トセン

ター(発 生責任部門),② 経 費管理会計 システムの整 備,③ 原価管理のための作業管理標準

の設定,に っいて解説 してい る。

① については,発 生 する費用の分解,発 生費用と発生責任部門との関連づけ,部 門共通費

の配付に分 けて述べてい る。 費用は人件費,機 械関係設備費,消 耗品費,外 注費,そ の他の

5分 類である。 費用 と発生責任部門との関連を図 で示 してい る。

② にっい ては,管 理 目的ニーズのための経費科 目の細分化,経 費科 目の管理可能不能区分

と係別管理 可能予算の設定,経 費予実対比管理 に分けて述べている。経費管理会計 システム

は,単 に実績データの集計に終ることな く,各 部門別の経費予算管理のため,予 実対比 デー

タを入手で きる仕組 が必要である。

③ にっいては,日 常業務管理のための作業管理標準設定,原 価標準,パ ンチ業務の作業管

理標準,オ ペ レーシ ョン業務の作業管理 に分けて述べ ている。 電算室原価管理のためには,

発生 する費用の分析 と発生部門との結びつけだけでな く,電 算室内各業務の業務管理 システ

ムの確立の重要性 を述べている。各業務の管理 ポイン トを明確に し,作 業の標準化を行い電

算室各業務 管理の仕組 を築 くことが原価計算管理の基礎である。
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電 算 室 の 原 価 管 理 と 経 費 節 減 ④

一 日常定例業務の原価計算管理の仕組一

田辺広人著

事務 と経営

1977年1月

P.97～P.103

11月 号 で,「 コンピュー タ導入研修教育費用の税額控除の特典」 を解説 しているが,昭 和

51年 度税法改正に伴い,適 用基準 ・適用限度額の改正点 を補足 してい る。 試験研究費 の法

人税額特別控除制度は,昭 和42年 度 に3年 間の時限立法と して創設 され,昭 和51年 度 の

改正では さらに適 用期限が昭和53年 度 まで延長 された。 また,控 除額が増加 試験研究費の

一律20%基 準 となった
。

電算室業務 で採用すべ き原価計算制度について述べてい る。 電算室は,情 報の製造工場

(7月 号 にて解説)で ある。情報の製造工場には,工 程管理(タ イ ミング),品 質 管理(正

しい情報),原 価 管理(安 い コス ト)の 三本柱 が重要となる。 電算室業務 は,シ ステム開発

業務と日常定例業務の二大業務に分け られる。 前者は,新 システムのデザインか ら本番稼動

までの作業で,コ ス トは人件費が大半 でワンタイム コス トと呼ばれる。 後者は,レ ポー トを

作表する作業で,コ ス トは マシン設備関係費用 と人件費が大半で ランニングコス トと呼ばれ

る。 原価計算は,個 別原価計算 と標準原価計算に分け られ,そ れぞれの内容説 明がなされて

いる。 システム開発業務は個別原価計算,日 常定例業務は標準原価計算で行 うのが望 ましい。

原価計算制度の基本 ポイン トを電算室業務 と結びつけて解説 している。 原価計算の目的,

手 順,構 成,要 素,実 際の計算方法にっいてそれぞれ図を用いて解説 している。

日常定例業務の原価計算管理 にっい て述べている。 標準原価計算 では,原 価差異標準原価

以内に作業が完了 したか どうかの チェ ックによ り電算室内各係別の作業原価管理が重要 であ

る。 定例業務原価 システム導入の ポイン トは,業 務内容の明確化,管 理 ポイン トの確定,標

準原価の設定等 を挙げてい る。定例業務の標準原価設定は,そ の手順 とポイン トを説明して

いる。 さらに,原 価集計 ・原価 差異計算,原 価差異分析と管理 レポー トにっいて述べてい る。
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デ ー タ 処 理 サ ー ビ ス に お け る 原 価 計 算 の 目 的

竹村憲郎著

EDPリ サ ーチ ・リポー ト

1976年10月

P.29～P.34

参照

C・sti・g・fD;taP・ ・ce・si・gS・ ・vice。byG…g・

A.Khtaian,JournalofSystemsManagement,Nov.ノ75

コ ン ピュータ ・ア ウ トプッ トを対象とする原価計算の目的は,そ れに要 した実際の コス ト

を社内の各 ユーザに配賦 し,ど こで どの位の経費がコンピュー タに費や されたかを明示する

ことである。 これにより,ア ウ トプ ットか らコス トに引合 うだけの十分な効用 を得ているか

な どを示す ことがで きる。

原価計算 を行 うための基本的な要素は,利 用部門に提供 された コンピュータ使用時間 とそ

の時間当た りの料金である。3っ の段 階に分けて説明する。

〔第1段 階 〕 基本的な ラン ・タイムについての情報の収集。

〔第2段 階 〕 ランに要 した コス ト(料 金)に ついての情 報の収集。

〔第3段 階 〕 第1段 階,第2段 階を通 じて得 られた情報を基に時間 を測定 し料金 を計算 し,

各 利用部門に コス ト・と して賦課する。

ラン ・タイム情報の 収集では,標 準 ラン ・タイムを用いた月次マシン ・ロー ド・チャー ト

で例示 している。 さらに,ラ ン ・コス ト情報の収集,料 金の請求にっいて説明 している
。

原価計算の留意点として2っ の問題がある。1っ は,オ ペ レー ション様式が タイムシェア

リング,な い しは マルチプログラ ミングであ り,も う1っ は,単 一の共通 フアィルか ら様ざ

まな アウ トプ 。トが作 り出 される ことか ら生 じる問題である。第1の 問題に対する コズ ト配

賦の アプローチには,市 場価格法,個 別価格法,調 査価格法が考え られる。 市場価格法にっ

いて述べてある。 第2の 問題については,適 切な原価計算 を実施 しよ うとする場合には
,少

な くとも,主 要な ランにっいて,専 用 システム内と異種の システム間に分けて,ど のよ うな

ランなのか識別 しっつ,コ ス ト測定 をする必要がある。例 として給与マスター ・フアィルの

共通使用における コス ト配賦 を示 している。
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デ ー タ 処 理 セ ン タ の コ ス ト分 析

CostAnalytiisofDataProcessingCentres

R.Durand著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P.100～P.112

コ ンピュータによる情報処理 自動化の コス トは急激に増大 しっっあ り,こ れ をコン トロー

ルす る方途 を見出す ことは緊要な課題である。 そのためには情報処理 自動化の コス トを見積

り,採 算性 を合理 的基準で評価 しなければな らないが,複 雑な ハー ドウエ ア ・ネ。 トワーク

と ソフ トウエアな どを共有する傾向な ど,コ ス トや採算性 見積 りを複雑かっ困 難にする要因

が増大 してお り,こ1れ に伴 って慎重な コス ト分析の必要性が益 々高まっている。 コス ト分析

を行 う理 由と目的は,セ ンタの性格によ り異 る。 受注型 センタでは請求書(invoice)

作 成 のため ジョブの コス トを詳細に分析する必要があるが,上 位のサー ビス ・システムの1

部 である職能型セ ンタの場合は ジョブ ・コス ト分析は不可欠 ではな く,あ る程度の コス ト・

データを もっていれば よい。 この2つ の性格 をもっ混合型 セ ンタも;受 注業務 に重点をお く

場合 はジョブ ・コス トの分析が必要である。 コス ト分析の方法は,① センタの全費用 を性質

によるグループ区分 ごとに記録し,② これ らの費用をその グループの性質に従 って センタの

各種活動 に配分 し,③ 配分された非生産的活動の コス トを直接生産的活動に配分 し,④ 生産

的活動の コス トと各 ジョブに使用 した生産的活動の作業量(workunits)と か らジョブ

・コス トを定義する。 作業量の単位には処理時間な どが用い られるが,複 雑な システムの場

合,問 題 とな ること.が多い。 この方法の適用 を可能にするものは,budgetaryacco-

untingとoperationalaccounting(コ ス トと収益の分析)で ある。コス ト

分析の結果 を利用 するに際しては,結 果の単純比較に基いてセ ンタの有効性 を判断 してはな

らない。
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コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の コス トと パ フ ォ ー マ ン ス

COSTANDPERFORMANCECOMPONENTSOFCOMPUTER

SYSTEMS

OECDINFORMATICSSTUDIES6

theevttluationoftheperformanceofcomputersystems

1974年

1).42～1).53

現在 の米国およびイギ リスとフフンスを中心にしたヨー ロッパにおけるコンピュータ ・シ

ステムの コス トの分析 と技術的進歩の影響にっいて述べている。 デ⊥タ処理 予算 を3主 要支

出項 目に分類 している。① 装置の減価償却,レ ンタル料および保守費 ② スタ。フ ③ 周辺

(environment)な お,ス タ ッフはオペレーティングとプログラミングに分け られる。

現状調査の例 として,D616gation81'lnformatiqueの フ ランス政府部門のデ

ータ処理支出調査(1971年)
,Dieboldの 米 国の関係会社の デー タ処理 費用調査,雑

誌Lemanagementの フ ランスでの調査 をあげてい る。 フランスの1970年 度 国家予算

の0.67%が デ ータ処理費用の支出である。 装置 費が45%,ス タ ッフ費が35%,周 辺 費が

12%な どである。Dieboldの 調 査では,企 業のデータ処理 費用は,装 置費が25～30

%,ス タ ッフ費が24～77%,そ の 他の費用 が1～20%で あ ることを示 している。また,

装置の取得方法(買 い取 り,レ ンタル,リ ース)に ついて も述べ ている。 コンピュー タ ・シ

ステムの性能の発達が コス トへ及ぼす影響にっいて具体的なグラフを用いて説 明してい る。

装置費は,1960年 代 にわた りよ り高速で強力な装置が開発 され,大 量生産技術による コス

ト低下によ り,大 きく変動 したと述べている。 データ伝送の重要性を強調 している。 データ

伝送 を利用する大規模 コンピュータ ・システムでは,中 央処理装置が総支 出の20%に 過 ぎ

ない ことがある。 スタッフ費にっいては,Diebold調 査の1955年 以来のハー ドウエア

/ス タ ッフ費の相対的変化を例 に説明 している。 周辺費は,外 部の ソフ トウエアの利用な ど

によ り増加の傾向にあると述べている。 さらに,表 示端末装置の使用増加によ り,用 紙の減

少,同 様に鍵盤か らの直接問合せによ り,紙 カー ドまたは紙 テープが減少の傾 向にある と考

察 している。
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コ ス ト見 積 りの 方 法 と基 準

プロジェ ク ト・マネジメン ト研究報告書(財)日 本情報開発協会

1974年4月

P.75～P.81

コス ト見積 りにっいて,ア メ リカの コンピュー タ ・コンサルタン ト会社である ブラン ドン

・アプライ ド・システムズ社の考え方 を基礎に して述べて,今 後の問題点等にっいて考察 し

ている。 開発 しようとするプロジェク トの選択および代替案の決定の最大要因は,コ ス トと

ベ ネフィットの比較に よるシステムの メリットの大 きさであるので,コ ス ト見積 りの重要性

を強調 している。

フェーズ分 けによるコス ト見積 りを説明 している。 開発作業 を段階分けして作業 を明確 に

し,プ ロジェ ク ト管理 を適切 にする方式が プラン ドン ・アプライド・システムズ社の基本 思

想 であ り,利 点は コス ト見積 りが詳細にで きプロジェク トの コントロールが容 易になる こと

である。

原価積算方式に よりコス ト見積 り方法を説明 してい る。 見積 り方式は,各 フェーズの タス

ク等に要する リソースと時間 を見積 り積上 げる原価積算方式である。 この方式では,主 に過

去の実績値を元に算出するの で,原 価管理方式の確立が必要である。 コス ト見積 りの項 目は,

人件費,マ シン費用,材 料費,そ の他である。 この中で主琴な ものは,人 件費 とマシン費用

である。 さらに,開 発 に要す る費用,移 行 に要する費用,運 用に要す る費用,維 持 ・保守の

費用の各々の フェーズ ごとの コス ト項 目を表に して説 明している。

ソフ トウエア価額について述べてい る。原価主義の コス ト見積 り方式は,現 在 ソフ トウエ

ア価額 を決める場合の基礎となってい るが,最 近では,原 価主義だけでは ソフ トウエ アの正

当な価値評価がな されていない ζとか ら,ソ フ トウエア価額は評価主義で行 うべ きであると

の要望がソ フ トウエア会社 を中心に起 ってい ると述べてい る。 さらに,将 来 は,ソ フ トウエ

ア価額の決定要因 を評価主義 の方向へ変化 させ る必要 があると述べている。
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コ ン ピ ュー タ の 共 同 利 用 に お け る コ ス ト配 分 方 式

CostAllocationinaMulti-UserEnviron皿ent

M.A.deCoster著

Economic80flnformaticsA.B.Frieling編

1974年 ,

P.76～P.82

大 型 コンピュータ をい くつか の 組織 で共 同所有 し,1か 所 の コンピュータ ・センタ をっ

くって共同利用 する ことによ り,い くっかの経済的利点を得ることができるが,こ の場合,

セ ンタの総費用 をどのよ うに各組織 に負担 させるかが問題 となる。 その1つ の方式と して,

各組織の総費用負担率 を所与とした場合 にこの負担率に応 じて コンピュータの能力 を使用 さ

せ る,と い うや り方を考案 した。 このや り方は,ま ず各 ジョブが コンピュー タ能力 を使用 し

た度合いを ①CPUの 使用度,② コァの使用度,③C/R,C/P,LP,テ ー プ ・ユ

ニ ット,デ ィスク等 周辺機器の使用度,の 合計に よって事 後的に評価 し,こ の評価値を基に

して その ジョブを実行 した組織とその間に待たされていた組織とにある得点Yi(iは 組織)

を与える。(た だ しジョブを実行 した組織についてはYi<0,そ の間に待たされていた組織については

Yi>O,そ の他の組織についてはYi=0。 かつ・ΣiYi=O)。 そ してその累計得点の多い(即 ち最 も待

たされた時間の長い)組 織にコンピュータを使わせる,こ れによって瓠聯 醐 負担率とロンピュ一夕 能

力使用度 とがバランスされる,と いうものである。Yiの 値 は,各 組 織の費用 負担率 をXi(27Xi
1

=1),実 行 されたジヨプの コンピュータ能力使用度 をnと したと き
,実 行 した組織につい

ゼロ
てはn(1-Xi),待 た された組織についてはnXi,そ の他の組織にっいては0と する。

各組織の中が複数の部門に分れ,異 る割合で費用 を分担する場合な ど,こ の方法の発展や応

用の例 もい くっか述べ られてい る。
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コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス の 価 格 算 定

PricingofComputerService8

C.Mi11'oughby著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

1).427～P.439

電算 機サー ビスの価格の定 め方,あ るいは請求の仕方について種 々の事例 をあげ,不 合理

な価格づけによる不利益 や重要なマ ルチ プログラ ミングにおける価格のっけ方,あ るいは請

求しに くい費用等 を次の4っ の 面,す なわち,電 算機の特性,実 行,予 算,支 払 方法等か ら

議論 した。 電算機の特性か らコス トを見 ると,1.1処 理能力 と全体の コス トの関係,1.2

固定 費(た とえば,ハ ー ドウエア,シ ステム分析,プ ログラ ミング,一 般管理費)と 変動費

(作 業員,補 給品等),1.3装 置,基 本的保守(定 期保守),シ ス テムプ ログラム,建 物

な どに対するコス トと,マ ー ジン的なコス ト,す なわち,新 プロジェ ク トの 開発,プ ログラ

ム保守等に対す るコス ト,1.4買 取 り,リ ース,レ ンタルとい った電算機 の取得方法に よ

るコストの違い,1.5マ ルチプログラミング処理の場合の各 ジョブに付加すべ きコス ト,

1.6経 済 学的尺度 として,電 算機 コス ト(C)と,シ ステムの能力(P)の 関係 がCニKPα

(K:定 数)で 表現 でき,α の値が科学計算と事 務計算で異なる,1.7使 用量に よる収益

の減少の法則,と い った面か らコス トを考 えることがで きる。 また処理の実行とい う面か ら

見ると,2.1ジ ョブによ って使用機器の異なる,2.2ジ ョ ブのPARETIAN性(局

部 麻痺性),す な わち,20%の ジ ョブは80%の 資 源しか使用 しない し,ま た80%の 全体

で20%以 下 の処理時間 しか使用 しない,2.3需 要 の分布,を 考慮すべ きである。 予算の

面では,限 度 っき予算 システムと変更できる標準 コス トシステムが考 え られる。価格づけの

面では,市 場の価格,サ ー ビスの限度,大 学等で学生 が使用する場合の請求で きない費用,

実費な どか ら,電 算機 サー ビスの コス トを考えることがで きる。

●
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コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス 経 費 の 部 門 間 配 賦 と そ の 影 響

竹 中 直 文 著

EDPリ サ ⊥ チ ・リ ポ ー ト

1974年2月

]P.7～P.16

参 照

TheEffectsofCharge-BackPolicies,

ノ
EDI)Analyzer,Nov.73

コ ン ピュータ ・サー ビス経費の各部門への賦課は,コ ンピュータ部門 コス トの回収と,コ ン

ンピユータ ーリソースの使用量の割当とを目的として行 う。 コン ピュータ ・サー ビス経費の

部門間配賦の方式を用い ることの利害得失 を論 じる。例 として,大 学の計算 センターな どを

示 してい る。

南 カリフォルニア大学では,コ ンピュータ ・セ ンタの コス トを回収 し,同 時に リソースの

配分に も影響を与 えるよ うな価格設定 ・賦課方式を設計した。優先権 レベル(最 終的には,

5っ)と それ らに対応した料金 を設定 している。CPU時 間,主 記憶装置使用量,間 接費な

どの リソース使用量 をもとに賦課計算公式を設定 している。

GamblesDatamationCenterは,Gamble-Skogmo社 の小売部門 と子会

社のためのデータ処理施設であ り,外 部に対 して もサー ビスの供給 を行 う。 壁かけ時計に基

づいた非常 に単純な費用賦課方式 を利用 している。料金は,CPU時 間,テ ープ ・ディスク

使用量,間 接費な どについて請求 される。

その他 にEqujtableLifelnsuranceSociety(ニ ュ ーヨーク市)と

PendletonWoolenMi}}s社(オ レゴン州)の 事例 を述べている。

費用賦課にっいての賛成論 ・反対論が述べ られている。 賛成論 としては,ユ ーザに対 して,

データ処理 サービスの コス トと質 をコントロールするな どで,反 対論としては,費 用賦課 シ

ステムの管理には,金 がかかるな どである。

賦課の 目標,価 格設定の考 え方,価 格の対象,価 格のつけ方,使 われる通貨(ハ ー ドマネ

ー
,ソ フ トマネーの使用),サ ー ビスの質,ユ ーザの欲求にっいて述べている。 また,リ ソ

ース利用の問題
,費 用賦課の問題 に対する態度にっいて も述べている。
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コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス の 費 用 賦 課

竹 中 直 文 著

EDPリ サ ー チ ・リ、ポ ー ト

1974年10月

P.17～P.26

参 照

ChargingforCo皿puterServices,

ノ
EDPAnalyzer,July74

コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビ スの 費 用 賦 課 を 支 持 す る 考 え が 優 勢 に な りっ っ あ る が,マ ル チ プ ロ

グ ラ ミン グ的 環 境 で は 簡 単 で は な い 。 効 果 的 で,よ り簡 単 な ア プ ロ ー チ と し て 市 場 価 格 に よ

、 る価 格 設 定 が あ る。 英 国 の 企 業 の 例 と 専 門 家 の 意 見 を 示 す 。

GrandmetInformationProcestsing社(GRIP)は,GrandMet-

ropolitanGroup(ホ テ ル,レ ジ ャ ー,娯 楽)の デ ー タ処 理 サ ー ビ ス の 子 会 社(1972

年 設 立)で あ る 。 コ ノ ピユ ー タ ・サ ー ビ スの 販 売 を市 場 価 格 で行 って い る 。 第2事 業 年 度 以

降,利 益 を 計 上 し て い る 。

RanksHovisMcDougall社(食 料,動 物 飼 料)の マ ネ ジ メ ン ト ・サ ー ビ ス部

門 は,社 内 の 各 部 門 に 対 し て,コ ン ピュ ー タ ・サ ー ビ ス を 受 持 っ と 同 時 に,プ ロ フ ィ ッ トセ

ン タ ー と して 運 営 さ れ て い る。 コ ン ピュ ー タ ・オ ペ レ ー シ ョ ン ・サ ー ビス は,市 場 価 格 に よ

る料 金 に 基 づ い て い る。

CadburySchweppes社(食 品 の 製 造 ・販 売)は,コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス の 料 金

を決 め る に 当 た り次 の 目標 を 定 め た。1.簡 単 な 料 金 設 定 方 式2.年 間 利 益 は ゼ ロ。 た だ

し,開 発 プ ロ ジ ェ ク トに つ い て は 直 接 費 と 管 理 費 と を共 に 回 収 す る こ と を 狙 う。

DonaldW.Moore氏(PeatMarwickMitchell&Co.)は,費 用

グ

賦 課 シ ステ ムは コ ン ピュー タ ・サ ー ビス 部 門 にお い て 必要 とされ る統 合 的 財務 管理

シス テ ムの3つ の 構成 要 素(リ ソ ース予 算,原 価計 算,費 用賦 課)の1つ で あると

指摘 している。

費用賦課 システムに対する賛成論,反 対論の紹介 を行 っている。 反対論 は,Brown氏,

Cole氏(ワ ィォ ミン・グ大学)の 論文 を紹介 してい る。

費用賦課 システムにはジハー ドマネー ・システムとソフ トマネー ・システムの タイプがあ

る。 ハー ドマネーとは,他 の リソースにも使 える金の ことで,ソ フ トマネーとは,社 内の コ
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ン ピユ一 夕 ・サー ビスを買入れる目的 にしか使 えない金の ことである。 ここで主として取扱

うのは,ハ ー ドマネー ・システムである。

費用賦課 システムの機構にっいて,費 用賦課要素,共 用 リソースに対する費用 賦課,入 出

力 チャネル時間,配 分 リソー スに対する費用賦課を説明してい る。
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情 報 シ ス テ ム ・サ ー ビ ス の コ ス ト 直 接 賦 課 シ ス テ ム

高 橋 仁 夫 著

EDPリ サ ー チ ・リポ ー ト

1974年12月

P.27～P.34

参 照

Directchargeoutofinformationsytitemsservlce8

costs,byJohnJ.Anderson,ManagementAdviser,

ノ
Mar-Apr.74

シス テム ・サー ビスの範囲が広 がるにっれて,増 大する一方の コス トに対処するために効

果的な マネジメン ト・コン トロールの必要性が増 して きてい る。 サー ビスを受ける権利 のあ

るユーザが,利 用 したシステム ・リソースの コス トを請求に応 じて直接 負担 する直接賦課 シ

ステムを述べる。直接賦課 システムの概略,そ の システムを開発 ・統括 してい く際の留意事

項,そ して利点 と限界 などを述べる。

情報 システム部門(InformatjonSystemsDepartment:ISD)は,一

般 的にデータ処理分野とシステム開発分野に分け られ,前 者 で発生する コス トは,月 次単位

で考 えると,固 定的な性格を もっている。 要素は,ハ ー ドウエア/ソ フ トウエアの レンタル

料,サ プライ用 品費,要 員費用な どである。 後者での コス トの大部分は,シ ステム専門要員

の人件費によって占められる。 直接賦課 システムの基礎は,ユ ーザに定期的 に差出 される提

供 サー ビスの性格 を明確 にする支払内容の説明が付随 した支払請求書の発行 にある。

月間プロジェ ク ト・コス ト分析書,プ ロジェク ト・コス ト実績/見 積対比報告書 を例 に請

求内容の概要 を述べている。 直接賦課 システムを実施するには,必 要諸掛 を算 出するための,

統 合的で包括的な コス ト計算 システムの開発が必要である。 コス ト計算 システムは,包 括的

範囲,プ ロジェ ク トごとに計上 された コス ト,コ ス ト算出方法の理解 し易 さ,負 担の公平 さ,

負 担費用の安定性な どの属性 を持つ ことが必要である。 コス ト算出 システムの構築には,リ

ソース ・コス ト率の算出が伴 う。 システム専門要員費用は,時 間当た りの賃 金率 によって各

プ ロジェク トに負担 させる。 コンピュータ ・コス トは,各 プログラムの ランにかか った コン

ピュータ時間の合計を測定 し,そ れにコス ト率を掛 けることで算出 され る。 ある ジョブに用

い られた リソース ーコス トの賦課額の算出公式を示 してある。 また,他 の コス ト(汎 用的な

機器のコス ト,外 部サー ビスの コス ト),コ ス ト率の変更について も説 明している。
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コ ン ピ ュー タ費 用 の 配 分 技 法

竹村憲郎著

EDPリ サ ーチ ・リポー ト

1975年1月

Pe25～P.30

参 照

Surveyofcomputercostallocationtechnlques・

byCarolSchaller,

ノTh
eJournalofAccountancy,June.74

最 近,デ ータ処理 部門はサー ビスの費用請求 をその ユーザに対 して行 うべ きか否か,も し

行 うべ きであるな らば,ど んな基準で行 うべ きなのかとい う問題が論議されている。 主要な

コンピュータ費用の配分技法 を示 し,各 方法,利 点 ・欠点を述べてい る。

企業の組織構造 上における.コン ピュータ ・サー ビス部門の位置づけとして補助部門,サ ー

ビス部門,利 益セ ンターの3つ が考え られる。補助部門方式では,会 社全体に対する サービ

スを提供すべ きであるとい う考え方に基づ き,ユ ーザ部門はサ ービスを受けても 費 用 賦 課

されない。 この場合の利点 ・欠点 を述べている。 サー ビス部門方式では,ユ ーザ部門はデー

タ処理部門の利用に対 して費用賦課 される。費用賦課額は,コ ンピュータ ・サー ビスの総費

用 を配分する ものであ った り,変 動費部分のみ,あ るいは総費用の一部分のみ を配分するも

のであ った りする。 利用度に応 じてユーザ部門に費用 を支払 わせることは,よ り効率的なプ

ログラムを書 こ うとする動機を与 える。利益セ ンター方式では,ユ ーザは提供 されるコンピ

ュータ ・サービスについて,市 場価格で費用賦課 される。

費用の配分技法は,総 原価法と標準原価法にっいて述べている。 総原価法は,EDP費 用

の全要素 を包含する費用賦課率を使用 し,総 原価を完全に回収するために,毎 週または毎月

計算 さち 標準的な費用賦課率に単位基準(例 えば,cpu使 用 時間)を 乗 じる。 標準原価

法は;使 用単位当 りの不変動的な標準原価 をユーザに賦課する。標準原価は,コ ンピュ ータ

部門の総原価に近似する ものであった り,『総原価の一部分(計 画原価,直 接変動費,固 定費

な ど)を 反映す るものであ った りする。

配分基準 として,経 過時間法,個 別実行法な どにっいて述べ ている。費用の配分技法 を選

択 するには、 データ処理部門の 目的 を明確にし,そ の 目的に最 も良 く適 したコンピュータ ・

サー ビス部門の組織構造,配 分基準 を考慮する必要 がある。
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コ ス ト問 題

DP部 門 の外的 ・内的問題 を分析する関東IBM研 究会

1975年

P35～P43

DPコ ス トの他部門 に対す る配賦問題 と低成長経済下 においてDP部 門 のコス トを どの よ

うに考え削減 して6く かの2つ のテーマについて討議 された抄録である。

コス ト問題 一般 についての意見を掲載 してい る。① すべてコス ト振替 を実施 している戊 開

発 コス トが問題で ある。② インプッ ト,オ ペ レーシ ・ン等の外注 費をいか に押え るかが課題 で

あ る。③ マネジメ ントレベルのシステ ムを どの ように評価するのか問題 である。④DP部 門 の

総 投資額の許容範囲について,⑤ メインテナンス ・コス トの増加をどの ように処理 するのか,

また開発コス トの 償却方法について,等 であ る。

配賦問題 についての意 見を掲載 している。① ハー ドウエアの無意味 な拡張の歯止 めの方法は

コス ト振替によ り押 えてい くしかない,② 基本的にはDP部 門 はサー ビス センターであ るが,

ホ ス トマシンの レベルア ップ等のコス ト増加 をどの ように配分す るの か問題 である・③ハ ー ド

ウエアからの処理時間 だけ で振替え る方法 もあ るが,付 加価値 こみの振替 が良い,④ 各事業部

等 に電算委員会 があり,利 用者は コス ト分析を行い申請制度 に している。 各部 門に電算機予算

をもた せてい る,⑤ 振替は行 っていないが,会 社を大 きなブロック単位 に分け コス トの把握 を

行 っている,等 である。

コス トを どの ように考え削減 してい くかについての意見を掲載 してい る。① オン ライン化に

より,コ ス ト節減 が図れる,② 企業間でデータ交換だけでな く,コ ンピュータシステム同志の

結合が可能になると大 きな コス ト節減に なる,③ キーパンチやプ ログ ラム等の外注 だけ では,

コ ンピュータ関係 コス トの絶対額は減 らないが,相 対的な伸び率 は押え られ る,④ コス ト節減

は当然だが,将 来 を見越 したシステム化は,積 極的に実施 したい,等 で ある。

コス ト振替は,コ ンプレックスシステムにおいて,開 発,プ ロダク ション,メ インテナンス

等の コス トをどのように把握 し,い かに原価構成要素を決め,JOB『 単位の コス トを設定す る

かであ り,コ ス ト節減は,企 業系列 を越 えた コンピュータの共 同利用 を考え ない と解決 しない

と述べてい る。
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コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス の 費 用 計 算 方 法

竹村憲郎著

EDPリ サ ーチ ・リポー ト

1975年10月

P31～P36

参 照

ThePricingofcomputerservices,byIsraelBorovits,

DataProcessing,MayJune,174

社 内 のコンピュータ・センタでの費用計算方法 につい て述べ る。 社内のコンピュータ・センタ

の 目的は,設 置 した企業,組 織にサービスを提供す ることであ り,こ の場合の費用計算の 目的

は,そ の センタを運営す るのに含 まれ るすべての費用 をカバーすることである。

費用計算 システ ムは,次 の3つ の 目的に役立つ。1.ユ ーザ間への資源配分の手段 と して価格

を利用 する。2.費 用 ・便益 分析に よって コンピュータ ・システ ムを評価す るための手段。3.計

画 と予算のためのデ ータを提供 する。

費用賦課は,設 備装置 要員,諸 材料など,コ ンピュータ ・センタの運営費すべ てをカバ ー

するように行われ るべきである。

費用賦課公式 を決定す る主要な条件は,次 の4つ であ る。① 共同設備装置の使用に対す る

費用賦課はすべての費用 をカバー しなければ ならない。② あ る特定のジ ョブに対す るユーザ

への費用賦課は,作 業時間 とジ ・ブの組 合わせとは無関係に,常 に同一であ る。③ 費用賦課

は,ユ ーザに割当てられた名称とは無関係である。 もし,い くつかの ユーザが同 じ資源を同 じ

時間使用す るならば,ユ ーザの費用賦課 は同一である。④ もし,単 位原価 が修正(変 更)さ

れ るならば,費 用配分 も適切に変更 され る。

計算要素は,間 接費(管 理費,運 営費等),ハ ー ドウエアの動的 な使用 に関連す る費用(設

備装置費用 等),設 備 装置の静的 な使用 に関連 する費用(特 定 ユーザ,ア プ リケーションに供

される設備 装置 を含 む)の3つ に分けられる。.総費用賦課額 の費用計算式 を示 し,価 格決定,

価 格修正につい て述 べている。

架空の コンピュータ ・センタを想定 し,適 用す る。価格はIBM370/135を 対 象と し

建物費用,電 力,空 調費用,要 員費用,ス ループ ットの決定,使 用時間の決定,計 算単位間の

時間配分,費 用賦課額の計算(費 用賦課計算式のパ ラメータ),計 算 式,費 用計算 システムの

アウトプ ッ トについて詳細に説明 している。
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デ ー タ 処 理 の 経 済 学

一 標 準 慣 行 の利 益 一

竹 中 直 文 書

EDPリ サ ー チ ・ リ ポ ー ト

1975年11月

P15～P24

参 照

Thebenefitsofstandardpractice馬

EDPAnalyzerAug.`75

標 準 慣 行 の 利 用 に よ っ て,い か に 能 率 を 向 上 さ せ る こ と が で き るか を 考 察 してい る。 幾 つ か

の 企 業 が,社 内 の リソ ー ス利 用 の 能 率 の 向 上 を さ せ る た め に 行 って い る 実 例 に よ っ て 示 し てい

るo

S・uthernCalif・rniaガ ス 会 社(ロ サ ン ゼ ル ス)は,PacificLighting

社 の100%出 資 の 子 会 社 で あ る が 、1967年 にPacificLighting社 は,デ ー タ処

理 全 体 の 検 討 と今 後 採 る べ き 措 置 を検 討 」EDP標 準 プ ロ グ ラ ム を 開 発 し た。 当 時,ロ サ

ン ゼ ル ス 地 域 に は2つ の ガ ス 配 給 子 会 社(S・uthernCalif・rniaガ ス 会 社 とSou-

thernC・untiesガ ス 会 社)が あ り,独 自 の デ ー タ処 理 セ ンタ とス タ ヅ フ と を抱 え て い た 。

1970年 に 両 社 は 合 併 し,新 会 社S・uthernCalif・rniaガ ス 会 社 と な っ た。 こ の

EDP標 準 が 合 併 を 実 現 す る の に非 常 に 役 立 っ た 。

1974年 のIBI(Interg・vernmentalBureauforInf・rmatics)シ ン

ポ ジ ウ ム で デ ー タ処 理 リ ソ ー ス の よ り有 効 な,よ り能 率 的 な 利 用 に つ い て議 論 され た 。 リ ソ ー

ス は,入 間,ハ ー ドウ エ ア,ソ フ トウ エ ア,標 準 慣 行 か ら構 成 され て い る。 標 準 慣 行 は,他 の

リ ソ ー ス の 使 用 を 指 導 し統 制 す る た め に用 い ら れ,具 体 的 に は,ド キ ュ メ ン テ ー シ ・ ン標 準,

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビ ス の 費 用 賦課,標 準 慣 行 プ ロ グ ラ ム の 具 体 化,プ ロ ジ ェ ク ト管 理 標 準,

プ ログ ラ ミ ン グ 標 準,ハ ー ドウ エ ア標 準 な どで あ る。

こ こ で 述 べ られ て い る ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ン標 準 は,ア プ リ ケ ー シ ョ ン ・シ ス テ ム ・プ ロ ジ

ェ ク トの 予 備 調 査 か ら,プ ロ グ ラ ム設 計 に 至 る 最 初 の 諸 段 階 を 取 扱 う。 この 標 準 を 外 部 か ら購

入 し て 利 用 して い るIAC社(カ ナ ダ最 大 の 割 賦 販 売 兼 リ ー ス 会 社)の 実 例 を 紹 介 し て い る。

購 入 した 標 準 は,カ ナ ダ のSDI社(フ ァ シ リテ ィ ・マ ネ ジ メ ン ト兼 専 売 権 付 ソ フ トウ エ ア 会

社)のSCOT(SystemComp・nentsOrganizationTechnique)で あ る。

コ ン ピ ュ ー タ ・サ ー ビス の 費 用 賦 課 に つ い て は,BAI(BankAdministration
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Institute)の 実例 を述 べている。BAIは,米 国およびその他の国にある商業銀行のた

めに,管 理 業務 に関する研究開発,教 育,標 準的 な技術援助の プログラムを実施 してお り。そ

の活動 の一環 としてあらゆる銀行 が用い ることのできる標準的なデータ処理 サービス ・コス ト

の計算,費 用賦課方式を開発 した。
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ADPシ ス テ ム に 必 要 な 資 源 の 評 価

EstimatingtheResourcesNeededforADPSystems

D.J.M.Pope著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年'

P304へP313

自動 データ処理 システムでの最大 の問題は,大 きく複雑 なシステムに要求 され る資源 を見積

もり制御することであるoこ こではADPに 資 源管理の新 しい道具 を提供す る新資源評価法 につ

いて述べ る。 この方法 は米国空軍の20のADPシ ステ ムか ら得られたデータに基づいてい る。

これ らの データは2つ に大別 され.1つ は開発 とシステ ム実施に使われ る資源(Y`s)を 表 わ

す。 今1つ は システム指標(XIs)を 表 わす。 使用 される各資源の量 とシステ ム指標 との関係

は多くの方程式で表 わされる。 その中で,2つ の 方程式が同型的 であ る。Y2-257×2+

5.10×3+0.12×5とY8=・O.38Xi+O.19Xiで あ る。 ここでY2は システム開発に必要 な人

一月,X2は 出 力 フォーマ ットの値,X3は デ ータ ・ペ ースない しファイル中の レコー ドタイ

プの値,X5は 月の入力 トランザクシ ョンを表わ し,ま た,Y8は システムを実施す る上 での

コンピュータ ・時,X1は 入 力 トランザクシ ・ンタ・イブの値,X4は 入 力デー タフィール ドの

値を表わす。 この2つ の方程式 に英国 でDデ ー・一夕をはめ込んだ結果,米 国での方程式 は2つ の理

由からその まま使えない ことがわかった。1つ は,2つ の方程式の どちらを選べば よいのかは

っきり,しない こと,2つ は,英 国のシステムが米国の システム より大 きい ことであ った。 英国

で米国の方程式 に匹敵す る新 しい方法 を作 り出すた めには,英 国でのデータの多量の収集 が必

要である。その作業 は大変 な ものであ る。 ここで最後に,ADPマ ネジメン トの情 報が使 用 さ

れる種 々の水準が4つ 示 され,ま たADPマ ネジメン トの実際 のソースが同 じく4つ ならべら

れ る。
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コンピュータ依存労働者の生産性

Productivityofcomputer-dependentworkers

D.N.Streeter著

IBMSYSTEM

1975年 廠3'

P292～P305

コ ン ピ ュ ー タ 関 連 の 人 件 費 、 シ ス テ ム 費 、 イ ン ター フ ェ イ ス 費(相 互 チ ェ ッ ク ア ウ ト装 置 、

デ バ ッギ ン グ 援 助 、 専 門 家 へ の 相 談 な どの よ う な使 用 援 助 費)に どの よ う に リ ソ ー ス を 配 置 す

る か に つ い て論 じて い る。 さ ら に 、 い か に して 優 先 権 を、 種 々 の ジ ・ブ に 割 当 て るべ き か?

い か に して プ ロ セ ス を監 視 す る か?な どの 疑 問 点 を述 べ てい る。

こ の 分 析 の 目 的 は 、 コ ン ピ ュ ー タ に 基 礎 を お い た サ ー ビス の 組 織 へ の 調 整 を 容 易 にす る こ と

で あ る。 そ れ を 達 成 す る手 段 は、 組 織 の 浪 費 を避 け 、 ユ ー ザ へ の 失 敗 を 避 け る こ と で あ る。

こ の 作 業 は 、 コ ン ピ ュ ー タ に 基 礎 を おい た サ ー ビ ス に 適 用 さ れ る コ ス ト/利 益 分 析 の 概 念 の

延 長 で あ る。 ユ ー ザ を こ の 研 究 の た め に 、4グ ル ー プ に分 類 して い る。

最 初 に行 うべ き作 業 は 、 必 要 な デ ー タ類 の 明 確化 と測 定 技 術 を 発 展 さ せ る こ と で あ る。 例 え

ば シ ス テ ム特 性 に つ い て 、 シ ス テ ム ・ コ ス ト/ジ ョブ と シ ス テ ム ・タ ー ンア ラウン ド・タ イ ム の

明 確 化 、 使 用 特 性 に つ い て・ ジ ョブ ・ラン タ イ ム の 明 確 化 、 プ ロ ジ ェ ク ト期 間 に お け る限 界 の 間

接 経 費 の 明 確 化 な どで あ る。 ま た 、 タ ー ン ア ラ ウ ン ド ・ タ イ ム の 関 数 と し て の シ ス テ ム ・コ ス

ト/ジ 。ブ、 人 件 費/ジ ・.ブと シ ス テ ム ・ タ ー ン ア ラ ウ ン ド ・タ イ ム の 関 係 、 シス テ ム 費 と 人

件 費(ド ル)と タ ー ンア ラ ウ ン ド ・タ イ ム の 関 係 、 経 費 と遅 延(delay)の 概 略 、 関 係 費

と イ ン タ ー フ ェ イ ス 費 、 人 件 費 の 関 係 な ど に つ い て 具 体 的 な図 ・表 と数 式 に よ り解 説 し て い る。

参 考 文 献 と し て は 、"Cost-benefitevaluationofscientiticcom

-Putingservices"byD .N.Streeterほ か8文 献 を 紹 介 して い る。
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コンピュータ・センタの会計

ComputerinstallationaccountiI19

H.M.Gladney,D.L.Johnson,R.L.Stone著

IBMSYSTEMJ.

1975年Mo.4

P314～P339

計 算 セ ン タのた め の会計 プログ ラム ・パ ッケージ(acc・untingprogrampa.-

ckage)の 機能 と設計 について、実施例 を用 いて述べ てい る。 未解決の問題 と して,リ ソー

ス,価 格決定方針 の経済的効果,政 府指導基準(G・vernmentGuide1ines)に 対 す

る対応eek'よ ぴ調和,会 計方法のユーザへの影響,価 格の再生 可能性(reprod'ucibi-

ty)の 必要性な どであ る。 さらに,マ ルチプログ ラミングとマルチプ ロセシングの リソース

の問題がある。会計 プログ ラムを設計 した際の問題点 を要約 し,原 価をサー ビスに対す る価格

と して配分す る方法の例を示 し,リ ソース原価の評価方法 につい て述べ ている。 計 算 セ ン タ

におけ る価格決定 について,い くつかの意見を紹介 している。会計 プログ ラムを計画す るにあ

た り特定の 目標 を述べ てい る。 コス ト配分のアルゴ リズムについて,設 備が コス ト ・セ ンタ

として操作 され る場 合の価格設定方法 を説明 している。 ここでは,リ ソース,費 用 などの定義

づけ を行 ってい る。使用 され る リソースは,問 題 プログ ラムCPU時 間,問 題 プログ ラム ・チ

ャネ ル ・プ ログ ラ ム ・カウン ト,テ ープ ・マウン トなどであ る。機械の ドルへの換算 を具体

的 な数式に用いて説明 してい る。 会計 プログ ラムの全構造 および操 作につい て述べてい る。全

構造を図で説明 してい る。 ここで紹介 された実施例は,大 部分の中型 または大型の設備の適用

が可能 であ る。
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タイ ム シ ェ ア リ ン グ ・サ ー ビ ス 利 用 コ ス トを い か に 節 減 す るか

(DATAMATiON特 約 論文)

CuttingTime-SharingCosts

G.B.Hammer著

コンピュー トピア

1975.年10月

P12～Pl6

デ ー ター処理の運営 費用全般,ま た外部 コンピュータ ・サ ービス利用の費用 には,多 くの無

駄が含 まれ ている。TSS費 用の節減 に成功 した電気製品会社(ア メリカカリフ ォルニア州)

の 事例 を述 べてい る。 財政的な行 き詰 まりか ら,コ ス ト節減計画が実施 された。1971年 に

外部 コンピューータ ・サ ービス,特 にTSS利 用 に伴う費用の節減のために,2年 半 にわたるプ

・ジェク トを発足 させ,コ ス トに関する認 識,ア ブリケーシ ・ンの効率,契 約形式等について

検討 を加え,約100万 ドルの節減 を行 った。 ここで用い られ た大部分の手法 は,一 般の デー

タ処理に も適用できる。

TSS利 用 における費用節減のた めに5人 のメンバーからなる作業グル ープを編成させた。

この作業グループぱ,業 者 との契約 の管理,ア プ リケーシ ・ンのチ ェック,業 者か らの請求書

のチ ェック,業 務の効 率化等 を主 な任務 とす る。 アプ リケーシ ョンの吟味のために,ア プ リケ

ーシ・ンの性格の検討
,コ ス トからの詳細な検討,従 来の処理に代わり得 る方法につハての検討などが行わ

れた。その結果,い く2か のアプリケーシ ョンが交換されたり廃止された りした。また,ア プリケーション

の洗練 も行 われた。業者 との契約の形式 を改 めることに より,料 金 の10%～20%の 節 減 を

可 能に した。パ スワー ドの変更に よって も節減 を行 った。そのほか,ユ ーザのコス ト意識を高

め るために,組 織 内に各種の フィー ドバック機構 をとり入れ た。その結果,こ のプロジェク ト

が終了 した後 も.コ ス ト節 減のための体制の維持 が可能 になった。

問題点 としては,作 業 グル ープの メンバーの適切な人 材確保が困難であること,即 ち,メ ン

バ ーはTSSに 関 す る理解;がある こと.適 当 な管理能力があること,費 用便益 に関す る概念 を持

っていることなどを要求 され るからである。 もう一つ大きな問題は,コ ンバージ ョンであ った。

また、 これを共通する プランニ ング,ス ケジュール,標 準化,変 換 コス ト等 が問題 となった〔
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レンタル ・り一ス ・買い取 りの経 済性 を分析す る

Rent,LeasesorBuy?

(DATAMATION特 約 論文)

T.Szatrowski著

コンピ ュー トピア

1976年S月

P16～P24

コン ピュー タを導入す る場合,導 入の形式 を レンタルにすべきか,リ ースにす べきか,買 い

取 りにすべ きか,ユ ーザはその判断に苦 しむ場合が多 く,最 適 な判断 を誤 ることが よくある。

現在価値法 を用いて,レ ンタル,リ ース,買 い取 りの各場合につい て,経 済性 を分析 してい る。

レンタル契約の場合,ユ ーザは一定の基本 料金を支 払い,所 有者 にかかる リスクは,す べ て

メ ー カが 負 う。契約で定 められた標準使用 時間を越 えて使用 した場 合には,超 過料金 を支払

わ なければならない。 契約内容の柔軟性は,レ ンタル契約 を採用する上 で最 も大 きな理 由にな

ってい るo

リース契約の場 合2つ のカテ ゴリーに分け ることがで きる。① フル ・ベ イアウ ト・リース

(フ ァイナ ンス ・リース),② ノ ンフル ・ペイア ウ ト・リース(オ ペ レーテ ィング ・リース)

で,① は レンタル契約 と比較 して料金 が安 いこ とか ら,経 済上の メ リッ トを求めるユーザに利

用 されている。② はレンタル契約 と類似 した性格 を備 えている。

買い取 り契 約の場合,ユ ーザは所有者 と してのすべての リスク(保 険,税 金,装 置の旧式化)

を 負わ なければ ならない。考慮すべ き点を述べ てい る。

現在価値法(presentvaluemethod)は,将 来 の一定期間におけ るキ ャッシn・

フロ「を現時点 でのキ ャッシュ ・フローに変換す る。 この計算 には,利 率が大 きく関係 して く

る。 全 く同 じンステムをレンタル,リ ース,買 い取 りの各場合 について,異 な った利率 を設定

して分析 している。分析のモデル と してIBM370/145シ ステ ムを使用 した。 メーカの レ

ン タル ●プ ラン,フ ル ・ペイアウ ト・リース,ノ ンフル ・ベ イアウ ト・リース,買 い取 り(残

む

存価格 をゼ ロと した場合),買 い取 り(残 存価額 を仮定 した場合)に ついて分析 してい る。 ま

た,分 析 グラフに よって,各 種の契約条件 につい て利率 を変化 した場合の現在価値 コス トの比

較 も行 ってい る。 これ らの分析を通 じて,ユ ーザは機材の種類 によって契約形式 を使いわけ,

全 体的 にみて最 も経済効果の高い ような,契 約の組み合わせの利用 を計 ることであ ると結論 づ

け てい る。
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ρ

情 報 開 発 の 定 量 的 測 定 の 方 向

TowardstheQuantitativeMeasurementofDevelopmentin

Informaties

R.E.Kalman著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P205～P211

米 国 の コン ピュータ台数の驚異的 な伸び をは じめとす る,世 界の コンピュータの普及状況 に

言及'し,コ ン ピュータが国家を破 産させ るのでは ない か とい う危惧の念が あるこ とを指摘す る。

こうした危倶の念の原因は情報開発に対す る各国の数量的 インデックスが ない ことである。 こ

の数量的 インデ ックス を作るため に,コ ン ビ=一 夕の発展 を4段 階に分け る。す なわ ちイニシ

ャル,ベ イシック,オ ペ レーシ ョナル,ア ドバンス トである。

情報開発 の段階 をあらわす係数(ID)を 決 定す る作業仮説は①情報開発の様 子は どの国で

も多少似通 っている。②情報 開発は段階 を追 ってい く。③IDは 計算 できる。④IDを 表 わす

曲線は,情 報開発 に割ける4段 階 とIDの 関係 をとると,ゆ るやかなS字 型に なる。の4つ で

あ る。 また,IDは4つ の構成要素からなる。 す なわ ち,社 会性(Sl,S2… …,Si),

経 済 性(El,E2… …,En),技 術性(Tl,T2,… …,Tn),お よび地勢(Gl,

G2,・ ・一,Gk)で あ る。

ある国での これら4つ の構成要素が とり得 るそれぞれの値がIDを 決 定 し,IDが また これ

らに関係 して くる。 構成要素 がと り得 る値 をコア ・エレメントとよび,そ の数は およそ40～

50あ る と思 われ る。 こうしたエ レメン トを決定す ると,あ る時期の,そ の国の情報開発の よ

うすを示すこ とができる。横軸に コア ・エ レメン トの値(点)を とり,そ れぞれ に垂線 をたて

右端 に とった時間の縦軸の任意の時期から,そ れぞれの コア ・エレメントの値 を結んでい き,

左端 に とったIDの 軸 と結びつ く点 を求 めると,そ の点がIDの 値 に なる。それ を図示 してあ

る。

■
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情 報 シ ス テ ム 開 発 の 予 算 と 管 理

一 組織上の変 遷 と新 しい方 向 －

BudgetingandControlofInformationSystemsDevelop-

mentOrganizationIssues

D.Seibt著

EconomicsofIntomaticsA.B.Frieling編

1974年

P343～P358

情報 システム開発に関 して,(a)ハ ー ドウエア,ソ フトウエア および コンピュ ータ要員の量 と

質,と い う意味での情 報処理のための 駅インフ ラス トラクチ ャ"(基 礎 条件)を 改 善するプロ

ジ ェク ト,㈲ これ らの基礎条件の上で ユーザ志 向の情報 システムを開発す るプ ロジェク ト,の

2つ を区別 すべ きである。

この両者を含む システ ム開発 プロセスの管理業務は①情報 システム(IS)の 長期計画策定

②ISの 短 期計画 策定 ③ 長期計 画に合せた総 合予算の編成 ④総合予算の(上 記凶(b)を 含

む)プ ロジェク ト間分割 ・配分 ⑤インフラス トラクチャ計画の策定 ⑥情報 システ ム開発

(上 記(b))の 計 画策定 と統 制 ⑦ システム開発 コス ト(開 発 プ ロセス の効 率)の 統 制

⑧情報システムの 有 効 性 確 保(ア ウ トブ 。トが組織 目標の達成に役立つ ようにす ること)

⑨ 既存の情報シス テム(事 務 処 理/デ ータバンク/デ シジ・ン・サポー ト ・システ ム)の

有効性確保 ⑩ システム開発戦略 ・プ ラン ・予算の保全/改 訂,か ら成 ってい る。

IS開 発 の タイプには,④ 小数ユ ーザ(こ こでは社内部 門)の ための個別的開発,㊥ 多数 ユ

ーザのための個別的開発 ,◎ 統合的開発の3つ があ り,歴 史的 に④ → ㊥ と発展 して きたが,

① ② ④ ⑨ の必要 性の高ま りと共に ◎ を行 うqlS開 発管理体制"確 立の必要性が認 識 され る

ようになってきた。 この体制は① ⑧k・ よび"プ ロジェクF管 理の調整 と統 制"を 分担す る3つ

のス タッフ ・グル ープ とユーザ ・EDP間 の調整や資源配分 を行 う運営委 員会 とを組合せた新

部 門を設置す るものである。
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コ ン ピュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 経 済 性

TheEconomicsofComputerNetworks;TheCycladesCase

L.Pouzin著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P314～P323

コ ン ピュータ ・ネットワークは,ほ とん どの機能 が相互 にからみあっている ものなので,全

費用の機能素子 を分離す ることは簡単 ではない。部分的な費用を検討す ることは,意 志決定に

関 して情報 を管理 する上 で必要である。 この点について,CYCLADESを 例 にして述べる。

CYCLADESは 実験的 な汎用異機種間 コンピュータ ・ネ ットワークであ る。

その目的は さまざまな分野の実験 を1ま とめに したネッ トの原型を作ることである。 ここで

この計画 に参加す るい くつかの組織 とコンピュータの種類,さ らには通信装置 と集信装置 につ

いて述べ られる。 また,CYCLADESの ネ ッ トワークの平 面図が図示 される。 この計画は

1972年 か ら1975年 までにその全計画が行われた。 その ネットワークの規模は,ホ ス ト

数20,パ ケ ッ トス イッチ数6,タ ー ミナル集信装置7と 見積 られた。 人員 と機械 に対す る費

用の割当て率は,人/月=15000フ ラン,1コ ン ピュLタ 時=2000フ ラ ンとされた,

年 当 り費用の詳細な分析 を図で示 してある。 さらに,全 費用 も図で示 してある。 ホス トについ

・ての費用の平均的出資は4人/月
,300コ ン ピュー タ時間,ハ ー ドウエアに対 して40000

フ ラン,そ の結果,残 りの部分は2080万 フ ランとなった。 人/月,・ ・一 ドウエア,コ ンビ

・ユ一夕時の構成要素とそれぞれの要素が しめる比重については図に示 してある。

ネッ トワーク技術には新 しい構成要素は必要 ない。新 しい考 え方で,シ ステ ムの構造 を設計

し,複 雑 なメ カニズムがそ こに要求 される点が,ネ ットワーク技術の困難な点 である。
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コ ン ピュ ータ ・ネ ッ トワ ー クの 経 済 性 に つ い て

内海武士著(JapanGLOSASProjectCo㎜ittee)

コン ピュー トピア

1975年3月

P39～P49

コン ピュー タとテレコミュニク ーシ ・ンの融合に よる国際 コンピュータ・ネッ トワークの経

済性につい て述 べてい る。

ARPANETの 経 済性について述 べている。ARPANETは,AdvancedBesea-

rchPrOjectAgencyに ょって設置 され た。1968年 にそ の概念設計 がなされ,現

在は米国 に散在す るコンピュータ ・センタ を結合 して,リ ソース ・シェアリングを もた らす全.

米 的な ものである。ARPANETの1971年 ま での簡単な発展過程 を説明 してい る。 タ ー

ミナル ・イ ンターフェイス ・プロセッサー(TIP)の ネ ッ トワークへの導入は,そ の有効性

に新 しい機能 を加 えた。 すなわ ち,分 散型計算や分散型 シュミレーシ ・ンを可能 に した。

ARPANETの 使用方式 は,TSSと して遠隔地 からの使用,分 散 してい る大型コン ビa－

夕をサブルーチンの ように使用,フ ァイルの トランスファー等が可能 であ る。ARPANET

の 使用経 費からみた有効性をデータ通信量の推移 の図等 を用い て説明 している。

G.E.Mark皿 タイムシェア リング ・システムの経済性について述べている。MarkM

のTSSと 通 信衛星に よる遠隔通信技術は,商 業ベースでその右に出 るものがな く,コ ンビ ュ

タ ・=・一テ ィリテ ィ時代の幕 あけを行 っている。 現在,日 本は世界第2位 の コン ビ=一 夕保有

数 を もつほ どにな ってい るが,は た して小 ・中企業は もちろんの こと大企業に して も,そ の有

効利用を真剣に考 えているのか 疑問である。G.E.ス イ ッチギア事業部 では,財 務や技 術計

算等 を含む デー タ処理は,全 部 インハ ウスで行 っていたが,デ ータ処理量の増加のため に,よ

り大型の機種にグ レー ドア ップす る計画が検討 されたが,約1年 間 でその業務 をMark皿 に

順次転換す ることに よって,コ ンピェ一夕能力が増強 されたばか りでな く,年 間20万 ドルの

経費節約 をな しとげた。

エ ネルギ ー ・食糧 ・天然 資源等の世界的諸問題 が山積 しているの で,緊 密な国際協調 が必要

であ る。 そのた めには,情 報交換 ・コンピュー タ会議方式 ・データ通信 などの手段 が国際的規

模で整い,信 頼 性,即 時性 などが必要であると説明 してい る。
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付加価値ネットワークの分析

Value-addednetworks:AnAnalysis

PeterD.Moulton著

MODERNDATA

l975年11月

P27～P32

VAN(Value-addednetw・rk)サ ー ビス に つ い て の具 体 的 な コ ス ト分 析 を紹 介 し

て い る。 特 定 の 条 件(月 間3,000万 キ ャ ラク タ ー)の も とで,ワ シ ン ト ンD.C.と ニ ュ ー

ヨ ー ク,ラ ス ベ ガ ス,サ ン フ ラ ン シ ス コ間 と の デ ー タ伝 送 コ ス トに つ い て,VANとWATS,

Multiplexed(HiL・)と を比 較 検 討 して い る。 そ の 結 果,ワ シ ン ト ン と ニ ュ ー ヨ ー ク 間

で はVANの コ ス トカ撮 も 高 い が,ワ シ ン ト ン と サ ン フ ラ ン シ ス コ間 で はVANが 圧 倒 的 に安

い とい う数 字 が 出 て い る。

つ ぎ に,同 じ条 件 で,メ ッ セ ー ジ ・ サ イ ズ に 対 す るパ ケ ジ ト ・チ ャー ジ の 分 析 を 試 み て い る。

こ の 場 合,コ ス トは パ ケ ッ トの サ イ ズ で請 求 され る の で,仮 に128キ ャ ラク タの サ イ ズ だ と

す れ ば,ユ ーザ の 送 る メ ・セ ー ジ の サ イ ズ が128キ ャ ラ ク タ に 近 づ け ば 近 づ くほ ど効 率 的 で

あ り,コ ス トが 下 る とい う こ と に な る。

こ の よ う な こ とか ら,VANを 利 用 す る際 に 留 意 し な け れ ば な ら ない こ と は,=・ 一 ザ と し て

効 率 を最 大 に す るた め に,メ ッ セ ー ジ の サ イ ズ を 十 分 検 討 しな け れ ば な ら ない こ と を証 明 して

い る。 パ ケ ッ トの 大 部 分 を 無 駄 な ス ペ ー ス と し て 伝 送 す る な ら,コ ス トの 削 減 に は 何 ら役 立 た

ない こ と を示 唆 した もの で あ る。

い ず れ に して も,VANサ ー ビス は,大 量 の デ ー タ伝 送 を 行 う ユ ー ザ に は 魅 力 の あ る も の で

あ り,コ ン ピ ュ ー タ投 資 の 増 大 を避 け る とい う見 地 か ら,コ ス ト面 で 他 の サ ー ビス に ひ け を と

,

らない ものである。

一34一



企 業 に お け る情 報 処 理 費 用 と 採 算 性 の 問 題

鈴木秀郎著(日 本郵船)

情 報処理

1973年11月

P864～P870

コンピュータ ・コス トの現状 の概略 を述べてい る。 多 くのユーザにおい てコンピュータ利用 に

対するコス ト認識 が強 まって きているが,情 報の有 償性を どう算出するかの決 め手 を欠 いてい

るのが現状 であると述べ てい る。 あ る企業ではユーザ部門にアウ トプッ トを商品 と して費用 を

請求する方法を実施 してい る。 一方,そ の効果 を金銭で換算 す ることは不可能であるとの意 見

もあ る。 コンピュータが単 に合理化の道具ではな く,そ の活用が企業の戦略的 な ものになって

い る場 合 工,そ のアウ トブ 。トの価格算定は コンピュータ部門の問題では な くなってきてい る。

費用対効果の考 え方 として,情 報処理費用,情 報処理費用 よりみた諸効果,効 果 測定の方法

と具体 例に分けて説明 してい る。 情報処理費用は,機 械 レンタル料 と人件費の 占め る割合い が

大きい。 ついで機械償却 費,通 信回線用,プ リン ト用紙費等の順である。 今後の傾 向と して、

ソフ トウエア費用 が増大する。 ソフ トウエア費用は,主 にシステム設計料とプ ログ ラム料か ら

なる。

コンビ=一 夕利 用の効果 と しては,直 接的効果,間 接的効果 直接間接以外 の第3の 効果 な

どがあ ると述 べている。 直接的効果 とは,人 件費の節減 業務処理の迅速 ・正確化,フ ァイル

管理の容易化など,間 接的効果 とは,経 営状況 把握の容易化,社 内情報流通の 円滑化,判 断 ・

意思決定の迅速 ・正確化 などである。第3の 効果 とは,人 力ではでき得 なか った業務の 実施可

能,新 しい技法の応用 による高度 な経営意志決定 への寄与な どである。 効果測定 の方法 と具体

例 として,6企 業 の事例 を紹介 している。 ある企業 では,経 営の基本 である収支 のすべ てをコ

ンピュータ化 した結果,直 接的 に も,間 接的に も効果 をあげた。 ある企業 では,完 全な社内つ

けかえ制度 を実施 してコン ピュータの有効利用 を行 ってい る。 また,他 の企業では,コ ンテ ナ

輸送のコンピュー タ化 によ り効果をあげてい る。
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プ ロ ジ ェ ク トの 方 針 決 定 の た め の 定 量 的 評 価(コ ス ト便 益 分 析)

に 対 す る 考 え 方

QuantifyingtheCostsandBenefitsofComputerProjects.

J.B.B.Aris著

EconomicsofInformatiesA.B.Frieling編

1974年

Pl5～P24

評価 プロセスは,何 らかの決定 を下すために行 うので なければ意味が ない。 著者は プロジェ

ク トにおけ る決定 を方針決定,実 行途中におけ るコン トロールのための決定,事 後的評価方法

変更決定の3つ に区分 し,さ らに評価 と巨視的評価 と微視的評価 に区分 して,決 定の種類 によ

って利用す る評価 も情報 も異 るとする。 プロジェク トを実行すべ きか?予 算 や目標 を変 更すべ

きか?と い うような方針決定は,プ ロジェク トに関連す る広範囲 な要因を考慮 しなければなら

ない とい う点で重要であ り,巨 視的評価に基いて行われ る。 巨視的評価で用い られ る情報は,

伝統的原価会計か ら得 ることは難 しい。た とえば配賦間接 費はプロジェク トの巨視的評価に無

関係であることが 多 く,反 対 に機会原価は考慮す べきことが多い。 イ ンタンジブル(定 量化 し

に くい)要 因の定 量化は困難ではあるが,少 くともプロジェク トに影響 を及ぼ している以上,何

らかの方法 で原理的には測定可能なはずであ る。

その方法 として,① 市場価格法,② 等価置換法,③ 上限(下 限)法,④ 上下限法 ⑤総合評

価法 ⑥ 多人数評価法があ り,こ れ らの方法 で定量化 を試 ることは,マ ネジメントの注意 を喚

起す るとい う意味で もや らない より良い。 また分析には定量化に伴 う不確実性の問題 がつきも

の であるが,こ れ とは基 本的に不確実性の程度 を大 き く異に し,ギ ャンブル(イ チかバチか)

とい う形 で しか計 量化できない もの もある。 これについ ては全体の分析 に組込むべ きでは な く

別に添付す る形 にすべきである。以上 の考え方 を架空の プロジェク トに適用 したコス ト便益分

析 も行 った。
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情報システムの有効性概念

TheConeeptofInformationSystemEffectiveness

J.Banbury著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P28～P36

ここで論ず る組織の情報 システムは,意 志決定 に役立つ と思 われ る情報 を提供 することを目

的 とす るものであるo情 報は意志決定Vak・け る問題(decisi・nsituati・n)も し く

は機会の認識 と選択の対象 とな る代案の範囲 に影響 を及ぼ し これ を通 じて組織 目標の達成度

に影響 を与 える。情報 システ ムは意思決定者が受取る情報の内容 と情報源 に対す る評価 を通 じ

てこの影響関係 に関与す る。 また 目標達成度には,① 代案の結果の予測,と ②予測 された代案

の結果の評価 も影響 を及ぼ してい るが.① の手段 は"モ デル"と 。要 求に合せて情報 を処理

す る手段"と から成る。 モデルは問題の構造 が明確になってい る(Well-structured)

程 度 によって,計 算可能 な部分 と判断 に依存 する部分とを もつ。 問題 をある程度適切に予言で

き,か つ決定(代 案選択)プ ロセスを明確に構造化 できるならば,決 定 プロセスをプログ ラム

化す ることができる。 公式的 情報 システ ムは局部的な意思決定の支援 占.全 組織の 目的 に向 っ

て行動を方 向づけ る制約の定義 を行 うための情報 フローのネ ットワークであ り,非 公式な情報

システム と共存 し,関 連 して使 われてい る。決定 プロセスがプログ ラム化 されている程度 に合

せて、人は意志決定スキルを用いて公式的情報 システ ムを補完 している。個 々の意思決定者の

意志決定 スキルは システム開発 スタッフのモ デル作成能力 と同様,組 織 にとって操 作 しうるも

ので、公式的情報 システ ムはその操作手段の1つ である。情報 ンステムの有効性は.組 織 が意

志決定ス キルな どを目標達成に使用する効率の関数 と定義 され,そ の評価 には コス ト便益分析

の原理 が有効 と思 われ るが,実 用化 には まだ困難が多い。
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コ ン ピュ ー タ 利 益 の5評 価 法

QuinguevalentQuantificationofComputeyBenefits

J.Hawgood著

EconomicsofInformaticsA .B.Frieling編

1974年

P171～P180

利 益 アセス メン トのために,情 報 システムの変化 によって影響を受け るグループを5つ にわ

けた。 すなわち,情 報が提供 される者,シ ステ ムのユーザ,組 織の使用人,財 政担当者,意 志

決定者 である。 この5つ のグル ープはふつ う独立 した存 在であるが,銀 行 などの場合,そ れぞ

れが重複す る場 合があ る。 ここで問題 にす ることは,あ るシステムがあ って,そ のシステムを

変更 した場 合,変 更後のある時期の状況 と,変 更 しない ままでいた場合の同時 期の状況 とを比

へ,そ の差 を知 ることであ る。 この差は,5つ のグループそれぞれについては純利益の率,シ

ステムの使用にかかる時間 ,仕 事 の満足感,利 用 できる金高,純 利益の率 となる。 この うち,

仕事の満足度の基準を調べ るためには,マ ンチ ェス ター ・ビジネス ・スクール で開発 され た方

法が用い られ,こ れについては1節 を設け て解説 してある。5つ のグループで ンステム変更後

にあらわれる差 をある銀行 を例に して具体的に述べてい く。 その銀 行のコンピュー タ ・システ

ムは表 で示 され,そ の表 のClシ ス テ ムをAに 変えたときとBに 変 えたときとが検討 され る
。

経済 情勢 の不確定な要素 として,イ ンフレ率の高低,預 金者の経済変動に対応 す る程度,シ ス

テムの変化の良 し悪 し,の3つ を変異の値 として考慮す る。 そ して,銀 行で予測 される8ク ー

スについて・サ ービス利益,仕 事の満足感 ,会 計利益,組 織的 な利益 を計算 し,そ の数値 を具

体的に表 で示 した。組織的 な利益 とは この場合,不 測な事態に対する融通性であ る。 こ うした

結果,シ ステムをClか らBに 変える方が よい ことがわかった。5評 価法は システ ムの客観的

判定に役立 つ。
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費 用 と利 益 の 評 価 お よ び 大 規 模 な 国 家 施 設 の 効 率 監 視

EstimatingtheCostsandBenefitsandMonitoringtheEff

--ectivenessofLargeGovernmentInstallations

J.G.Head著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P181～P190

近年,行 政機関の扱 う仕事の種類,量 は膨大 な ものであり,そ の内容 も複雑であ る6こ の業

務 をすみやか に処理するた めに,各 国 でコンピュータが盛ん に使用 され てい る。英国では最 も

効果的に コンピュータを導入す るために,一 括 して行政機関の コンピュータ管理 を指導,監 督

す るCCA(CentralComputerAgency)と い う機関を設けてい る。CCAは,

各 行政機関の コンピュータ ・プ ロジェク トの立案,開 発か ら実際の導入 までに生 じるあらゆ る

問題の相談 にの り,解 決をはか る。 また,CCAの 一 部門FCB(TheFinancical-

C・ntr・1Branch)は 投 資評価法 を用い てコンビ=一 夕の導入 が有益 な ものか どうか を

決定 し,コ ンビ=一 夕導入 に要 する支出に対 して責任 を負 う。CCAは さらにコンピュータ導

入後 も,そ の使用 実情が導入決定を促 した諸事情 にみあっているか どうか調査 し続け る。

コンピュータを用いる仕事の内容 ,量 は,政 策等の さまざまな要因で変化 しやすい ものであ

る。 この変化に効率 よくうま く対応 するためには,コ ンピュータ・システ ムを どう改 良すれば

よいかを,'ソ フ トウエア,ハ ー ドウエア,シ ステム管理等の あらゆ る面か ら調査 し,指 導す る

こと もCCAの 大 事な仕事の ひとつであ る。

以上 の ような議論 を現状 の細 目に属 してのべたあと,次 の ように しめ くくる。 英国の コンピ

ュータ ・システ ム導入の現状は,決 して満足す べきもの では ないが,常 に経 費と利益 を考慮 し

ながら,そ の システムを改善 してい くことが必要で ある,と 言えると。

一39一



ハ ー ド ウ エ ア/ソ フ ト ウ ェ ア シ ス テ ム の パ フ ォ ー マ ン ス 測 定

一 各 種 の 方 法 の 比 較 の 事 例 研 究 －

PerformanceMeasurmentofOperationalHardware/Software

Systems:ACasestudyonCompari80nofMethods

C.Schmitz著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

P336～P342

電 算 機 の ハ ー ドウ エ ア お よび ソ フ ト ウ エ アの 能 力 が 巨 大 に な っ た に もか か わ ら ず,現 在 の 利

用 度 は25～35%程 度 で あ る。 初 期 の ζ ろの 電 算 機 シ ス テ ム のパ フ ォ ー マ ン ス は そ の ハ ー ド

ウ エ ア の 処 理 速 度 に比 例 して い た 。 そ し て ハ ー ドウ エ ア の パ フ ォ ー マ ン ス を経 過 時 間 で 測 定 し

て い た 。 第3世 代 の 電 算 期 シス テ ムで は,そ の シ ス テ ム の パ フ ォ ー マ ン ス を 高 め る た め に ハ

ー ドウ エ ア で は ,バ ッ フ ァ リ ング,平 行 処 理(マ ル チ 処 理),階 層 構 造 を 持 っ た メ モ リ等 、 ま

た ソ フ ト ウ エ ア で は,新 しい プ ロ グ ラ ミ ング 言 語,高 能 率 の コ ン パ イ ラ等,ま た処 理 技 術 と し

て は デ ー タベ ー ス シス テ ム,リ モ ー ト処 理,タ イ ム シ ア リン グ な どが 開 発 され て きた。 新 し い

技 術 が 開 発 さ れ る に つ れ て,'パ フ ォ ー マ ン ス を 考 え る た め の 変 数 が 増 大 し.ハ ー ド ウエ ア,ソ

フ ト ウ エ ア,デ ー タ構 成 間 の 相 互 作 用 が 複 雑 に な っ て き た 。 電 算 ・磯 の パ フ ォ ー マ ンス を 定 義 す

るの に 種 々の 方 法 が あ るが,標 準 的 な もの さ し と し て ジ ョブ タ ー ン ア ラ ン ド,ス ル ー プ ッ ト,

あ るい は 応 答 時 間 とい っ た 言 葉 が よ く用 い られ る。 上 記 の よ う な複 雑 な 条 件 の も とで パ フ ォ ー

マ ン ス 測 定 を 行 うた め の 道 具 と して ,基 本 的 に は2種 に 分 け る こ とが で き る。1つ は モ デ ル で

あ り,も う1つ は モ ニ タ ーで あ るo

モ デ ル は シ ミ ュ レー シ ョ ン言 語,ま た は シ ミ ュ レ ー シ ョン ・パ ッケ ー ジ を 用 い て 作 る。 モ ニ

タ ーに は ハ ー ドウェ ア モ ニ タ と ソ フ トウ ェ ア モ ニ タ が あ り,前 者 は 電 子 測 定 装 置 で 、 自 身 で 時

計 を も ち,ホ ス ト コ ン ピ ュ ー タの 処 理 時 間 を測 定 す る。 後 者 は 電 算 機 の 主 記 憶 上 でOSの 次 に

最 優 先 で 実 行 され る プ ログ ラ ム で,よ り詳 細 な分 析 を す る場 合 に は 前 者 よ り有 効 で あ る。
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組織体における情報の効果を金額的に評価する方法

OnPossib1eApproachesandTechniquesforDeterminingFi-

nancialBenefitsofOrganizationalInformation

M.Verhelst著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P387～P398

組 織 体 に お い て 管 理 ・運 営 の た め に利 用 さ れ る情 報 の 効 果(便 益)を 金 額 的 に 測 定,評 価 す

る方 法 と して,従 来 用 い られ て き た もの に(a}統 計 的 決 定 理 論 に よ る ア プ ロ ー チ と(b)シ ス テ ム

・ダ イ ナ ミ ッ ク ス(SD)に よ る ア プ ロ ーチ とが あ る。

情 報 に は ① 正 確 さ(exactness),② 精 度(Precisi・n)③ 伝 達 に関 す る 閾 値

(excepti・ndegree .)④ 詳 細 度(集 約 度 の 逆 数level・fdetai1)⑤ 遅 れ

(delay)⑥ 伝 達 間 隔(interval)⑦ 発 生 間 隔(peri・d)と い う7つ の 特 性 が あ り

コ ン ト ロ ー ル ・プ ロ セ ス に 用 い ら れ る 情 報 は これ ら 全 て に 関 連 して い る が,(a)は 現 段 階 で は ①

と② しか 容 易 に と り入 れ る こ とが で き な い。 ま た コ ン!ロ ー ル ・ プ ロ セ ス で は 決 定 が 外 界 に 影

響 を 与 え る こ とが 特 徴 で あ る が,(a}は この 点 を 組 込 む こ と が む ず か し く,高 価 に な る傾 向 が あ

る。

(b}は,上 記 の コ ン ト ロ ール 情 報 の7特 性 の う ち欠 い て い る 特性 を 補 う よ う に改 良 す る こ と が

で き る が,現 実 を 単 純 化 した 集 約 レ ベ ル で の モ デ ル 化 を行 う必 要 が あ る た め,,コ ン トロ ー ル 情

報 の 評 価 に 使 え る と は い う もの の 限 界 が あ る。・第3の 方 法 と し て提 案 さ れ る コ ン トロ ー ル ・プ

ロ セ ス ・ア プ ロ ー チ は ,(aXb)の よ う な 特 定 の モ デ ル 化 技 法 で は な い 。 ま ず 現 実 の 状 況 を 調 べ て

上 記 の 情 報 特 性 ① ～⑦ の う ち,ど の 特 性 が 関 連 して い る か を 分 析 し,こ れ に よ っ て 状 況 の タ イ

プ を 定 義 し,そ れ らの 特 性 を 考 慮 に入 れ て既 存 の 分 析 技 法 ・測 定 用 具 の 選 択 も し くは 適 当 な 測

定 モ デ ル 作 成 を行 う の で あ る。 ゆ え に コ ン トロ ー ル ・プ ロ セ スの 特 性 か ら み て 適 切 な らば(aXb)

が 選 ば れ る こ と もあ る。
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情報システムのコス ト便益分析のためのシミュレーション技法の実験的評価

AnExperimentalEvaluationofSimulationTechniquesfor

AnalyzingCostsandBenefitsofInformationSystems

J.B.WallaceJr.著

EconomicsoflnformaticsA.B.Frieling編

1974年

P399～P411

経 営情報 システ ム(MIS)に 関 する決定には,(a)MIStsよ び他 の投 資プロジェク トのミッ

クスを決 めるマクロ ・レベル(b)個 々のMISプ ロジェク トの効果 と必要資源 を求める中間 レ

ベル(c)MISの 最適設計 を決 める ミク ロ ・レベル,の3つ があるが,(b}の 結 果は(a)のインプッ

トとな り,(c)の 分 析のフ レー ムワークともなる。 ここでは(b)の決 定のための コス ト便益 を見積

るシミュレーシ ・ンをどの ような方法で行 った らよいかを決め るため,大 学におけ る情報 シス

テムに関す る大小2つ の プロジ ェク トについてコンビa－ 夕実験 を行 い,4つ の計算方法 と3

つ の効果見積方式 とに関す る比較 を行った。

計算方法 として,① 単一見積値 と ②3点 見積値 を用い る決定論的計算 ③3点 見積値 を用

い るモンテカル ロ法に よる計算 ④ これ らの見積値を直接与えずに,そ の基礎要因 の数値の分

布 を与 えて モ ンテ カ ル ロ法 で計算 させ る方法,を とりあげ,② については正味現在価値,③

④ についてはこれ に加えて回収期間,年 々の正味節 約観 コス ト効果比 な ど6つ の有効性尺度

をアウ トプットするパ ッケージを用いた。

また効果 見積方式 と しては,④ シ ミュレーシ・ンに用いた経 営科学技法(e.g.待 ち行

列理論)に よって決 まる効果 要因(e.g.待 ち時間)を 見積る方式,㊥ 見積 り財務 諸表の

項 目への影響 を見積 る方式 ◎MISの 精度,応 答時間,柔 軟性 な どを見積 る方式,を とり

あげたが,全 ての場合に優れてい る方式はなか った。計算 方式の選択 では使 い易 さが最 も重要

な要因であるが,ユ ーザの知識経験 も関係 する。
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ユーザに満足感 を与 えるコンピュータ ・システム;そ の評価方 法

TheEffectivenessofComputerSystemsinCreatingSatis-

-fyingJobsforUsers;aMethodofAssessment

M.Weir著

EconomicsofInformaticsA.B.Frieling編

1974年

P421～P426

新 しい電算機 システ ムを導入 した とき,最 も重要 であ りなカミら,多 分に軽視 されが ちな こと

は,初 期的な問題が整理 され定常 な運転に入った時点 でシステ ムの評価 をす ることである。一

般に システムの技 術面 および経済面の評価のみにな りが ちで,こ れは電算機の専門家 と管理者

者が,ユ ーザ部 門の職員の仕事 に対する満足度 を現実的には算定 できない と感 じているか らで

あると思われ る。

マ ンチ ェス タ・ビジネス ・スクールでは,社 会学者のチ ームが この問題 にと り組んできた。

従業員の仕事 に対 する 満足 は 管理 者 との間の契約から生れて くるe－ 部の契約は団体交渉を

通 して協定 し,成 文化 されるが,大 部分は暗黙の うちに了解 された ものである。 管理者 はある

種の仕事 を従業 員に期待 し,従 業 員は賃金,作 業条件。興味 を持 てる作業等 を期待す る。 管理

者 と従業員の期待の一致によ り互 に有益な契約が成立 し,一 方,従 業 員の期待 と仕事 で経験 し

た ことが期待 通 りであれば,そ こに満 足が感 じられる。

マンチ ェス タ ・ビジネス ・スクールの電算機作業の設計分析講座 では,こ の従業員の仕事に

対す る満 足度を算 定す る方 法を開 発す るために,管 理 者 と従 業員の契約 を次の ように、職務契

約,知 識契約,能 率契約,心 理的契約,倫 理的契 約に分け,こ れに もとずき,約100件 の質

問を用意 した質問書を作成 した。 この方法を用いて,い くつかの組織 で情報 システムを変 えな

が ら,従 業員の仕事に対する満 足度の算定を行 った。
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マネジメントの観点からコンピュータ化された機械化

情報システムの効果を効用分析によつて測定する方法

MeasurementofEffectivenessofComputerizedInformation

SystemsfromaManagementPointofView

C.Zangemeister著

EconomicsofInformaticsA.BFrieling編

1974年

P440～P451

多 額 の 資 本 投 資 を必 要 とす る コ ン ピ ュ ー タ を 効 率 よ く使 うた め に,意 志 決 定 段 階 での 危 険 性

を で き る だ け 小 さ くす る 必 要 が あ る。 そ の た め に 使 われ る 方 法 が 効 用 分 析 で あ る。 効 用 分 析 の

基 本 的 な論 理 は 多 次 元 の 評 価 の 諸 問 題 を 組 織 的 に 考 え る こ とで あ る。 そ の 中 心 は 計 画 を 目的 シ

ス テ ム(g・alsystem)と して 考 え る こ と で,目 的 シ ス テ ムは 段 階 的 な く 目的 ・一 分 析 〉

の 一 連 の 鎖 で 表 わ され る。

効 用 分 析 の プ ロ グ ラ ム ・シ ス テ ム(NAPSY-NutzwertAnalyseprogramm

System)は コロンのWENA研 究 所 で 開 発 され た。 そ の 結 果,ユ ー ザ は 目 的 の 決 定,評 価 の

判 断,評 価 デ ー タ の 分 析 や 総 合 の た めの 決 定 規 則 選 択 等 に 専 念 で き る。 効 用 分 析 法 に 基 づい た

評 価 シ ス テ ム に要 す る項 目 とNAPSYシ ス テ ム の 実 行 プ ロ フ ァ イ ル との 比 較 が 図 示 さ れ て

い る。 ま た,NAPSYで の 効 用 分 析 の シス テ ム モ ジ ュ ール が 図 に 示 して あ る。

この 目的 シス テ ム に 与 え ら れ た い くつ か の 目 的 の 中 か ら,最 適 の 目 的 を見 出す た め に 感 度 分

析 法 が あ る。NAPSYの 感 度 分 析 法 は,① 見積 りエ ラ ー,危 険 期 間,ク リテ ィ カル ・ゴ ール

・バ リ ュ ー ・イ ン ク リー ス の 観 点 か ら 見 た 目的 値 の 検 討,② 目 的 の 重 要 さ を 特 に ク リテ ィカ ル

・ ウ エ イ ト ・イ ン ク リ ー ス の 観 点 か ら検 査 す る こ と の2つ の タ イ プ に 大 別 され る。 感 度 分 析 の

例 も図 示 し て あ る。 こ う した 感 度 分 析 はNAPSYの よ う な コ ン ビ=.一一タ ・ シス テ ムの み で 可

能 で あ る。
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シ ス テ ム 評 価 基 準

(財)日 本情報 開発協会

プロジェク ト・マ ネジメント研究報告書

1974年4月

P51～P60

シス テムにおけ る費用 と効果の定量的把握 によって,効 果/費 用を算 出 し,経 営の意志 を加

味 して,こ れ をシステム評価基準の1つ として採用す る場合の考え方について述べ ている。

システム生産性 とい う概念 を導入 してい る。 生産性 とは,効 果対費用比 あるい は産出対投入

比であ り,こ の考 え方 をコンピュータ・シス テムに導入 し適用 した ものがシステム生産性 であ

る。 これ には,ミ クロなもの からマクロな もの まで諸種の レベルがあ る。例えば,プ ログ ラム

生産性 システム開発生産性 な どがある。 ここで述べているのは,マ クロ指標 としての システ

ム全効果/シ ステ ム全 費用である。

製造業 の場合 を例 に して,企 業全体 のコンピュータ・システ ムを分類 して具体 的な図 で示 し

てい る。 システ ム評価基準の体系づけ を行 ってい る。

ンステ ム評価基準設定のステ ップは,ま ず現在,開 発 ・運用 され ているすべての コンピュー

タ ・システムについての費用 と効果 を一定のル ールの下で現状把握す ることで あ り,次 に効果

/費 用を計算す る。この値が,シ ステム生産性 を示す。 この値 をシステ ム評価基準 とす るため

に,経 営意志の反映 を行 う。将来 これが各企業で行 われ ると,シ ステム生産性 と して現在 に

おける労働生産性のように企業競争力比較 の指標 となることも考えられる。

ここでの方法論 を基 に,あ る製造業 において,コ ンピュータシステ ムについ て,そ の全 費用

と全効果につい て調査を行 った総括表 を掲載 してい る。費用,効 果 ともに年間ベ ースで把握 し

て いるo
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情 報 処 理 費 用 対 効 果

一パ ネル討論会予稿 一

(財)日 本情 報処理開発センター

1974年8月

P1～P32

東 芝機械㈱ と北海道電力㈱ および 日本郵船㈱ におけ る情報処理 費用 対効果 について述べてい

る。 なts,東 芝機械㈱の事例は昭 和50年2月 の 「情報処理費用対効果パ ネル討論会予稿」 と

重複 してい るので省略 する。

北海道電力㈱ で現在実施中の方法は,各 業務別 にインプ ット費用,機 械処理 費用,ア ウ トプ

ット費用な どを算 出 して行 う。算 出の基本要素は,レ ンタル費用,コ ン ピュータ部門の人件費

消耗品費,修 繕 費,デ ータ輸送費,外 注費な どであ る。 社内の機械化 に関連す る各種委員会,

各 プロジェク トチームな どの検討の場 で,算 定資料によるコス トを含めた処理 システ ムの現状

と問題点 な どを説明 し,コ ンピュータの効果的,効 率的利用 を行 ってい る。

日本郵船㈱ では,昭 和48年 に情報処理 コス トの現状分析,経 営資本上の位置づけ,ま たこ

れ らの定量的,定 量的 な分析 と企業採算 性 との問題の標準 的な測定方法 を作成 した。経営上の

ニーズを充分検討 し,経 営管理部門内において意思決定に役立つ資料 を迅速 ・正確 に提供 する

ことを 目標 と して,省 力効果 を含めた基礎的 な経理面の勘定処理を中心 としたシステムを作成

した。 コンピュータ化 された経理 ・計数管理部門におけ る人員並びに機械化関係業務量の推移

を表で示 してい る。人手処理 と比較 した省力化 の計算式の1例 を紹介 してい る。社 内つけかえ

制度,こ れはユーザ部門にコンピュータ処理に よるデータを商品 として費用 を請求す る方法で

あ り,安 易 なコンピュータ化の回避にな り,コ ス ト意識の徹底化がはかれ,コ ンピュータの有

効利用 につ ながる。

コンテナ輸送 システムは,物 流 システムの代表的なもので,規 模 の利益 とい う面 でコンピュ

ータ ・システ ムと合致す る
。具体的に図,経 済性効果 の算出式等 を用いて説明 してい る。
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情 報 処 理 費 用 対 効 果

一パネル討論会予稿 一

(財)日 本情報処理 開発 センター

1975年2月

P1～p27

中央 発条㈱ と東芝機械㈱vatsけ る情報処理 費用対効果 および㈱ レナ ウンにおけ るEDP費 用

の配賦方式 につい て述べ てい る。

中央発条㈱ における事務機械化の沿革 と現状につい て最初に説明 してい る。効果測定の動機

は,① 経 済性の追求が関心事 となって きた,② 各利用部門 におい ての 省力化効果は充分 に上 っ

てい るのかとい う トップからの問いかけがあった,③ 新機種の移行に より,そ の経済計算が必

要 となった.効 果測定方法は。人件費を中心に した省力化効果 に限定 し,間 接的な効果につい

ては期待 され る効果の箇条書に止 めている。 具体 的には,省 力化効果 の見積 りとアウ トプ ッ ト

からみた評価について,さ らに工場生産管理 システ ムの事例の紹介と今後の展望 につい て述 べ

ているo

東 芝機械㈱では,シ ステ ム開発は,全 社 システ ム合理化推進委員会 でシステム提案書の内容

が検討 され る。 ここで,シ ステ ム化の流れ,経 営の進め方の大 わ くが確認 され承認 され ると,

詳 細設計に入 る。 この システムが完成すると,シ ステム向上 を内蔵 したEDP評 価 システムで

ある 「TOV制 度 」により,費 用が使用部門に配分され る。 「TOV制 度 」の 目的は,ア ウト

プ ットの コス ト計算 を し,EDP部 門 と利用部門の1つ のメジャーと した り,ま た,業 務のE

DPS化 の 目安 とす るなどである。

㈱ レナウンでは,昭 和47年 か ら社内各部門ごとにEDP関 連 の収 入,発 生経 費,家 賃 など

を賦課 して損益を算 出 している。EDP化 の採否 を決定する主 な基準は部門損益 であ る。 した

が って当社のEDP化 業務 のほ とん どは,EDP化 されない場合 と比較 して必ず,計 量可能 な

形 での経費減 を実現 してい る。 特別な効果測定の システムは存在 しない。現行方式の問題点 と

して,報 告書1部 当 りの単価,固 定 費と変動費,社 外流出原価 と計算上の原価につい て記述 し

てい るo
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情 報 処 理 費 用 対 効 果

一パネル討論会予稿 一

(財)日 本情報処理開発 セン ター

1975年3月

P1～P29

三井 造船㈱ と九州電力㈱ におけ る情報処理費用対効果お よび 日産 プ リンス自動車販売㈱ にお

け るコン ピュータ導入の期待効果 につい て記述 している。

三井造船㈱ では,① コン ピュータのパ ターンを計算本位 から仕事本位にかえる,② 経営合理

化施策の一環 としての システ ム開発 を実施す るため,新 しく情報 化計画 を長期経営計画の中に

制度化する,な どの施策 を行 ってい る。 コンピュータの処理 コス ト低減 のポイン トは,目 的に

応 じ機械を使いわけることであ る。 コン ピュータ利用のパ ターンを設定 し,長 期計画に もとつ

いて コンピュータ利用パ ターンの変更を実施 してい る。 システム開発計画 管理要領 を作成 しプ

ロジェク ト型の管理 を予定 してい る。 チ ェック ・ポイン トは,管 理 を対象す る場合 と省力を対

象とす る場合に分けて説明 してい る。

九州電力㈱の池田氏は,情 報処理が管理主体 の行 う意志決定 に必要 とす る情報 を作成 し提供

するプロセスとす ると,そ の費用対効果 の問題は まず提供 された情報 の価 値から検討 をする必

要 がある。情報の価値 につい ては,① 使用 目的 によって異 なる,② ユーザに よって異 なる,③

情報の価値 と情報処理 コス トとは直接相互関係 はない,等 についてさらに,コ ンピュータ利用

効果は,機 械化原価 と直接効果 ・管理効果 を対比 しなが ら判定 す ることが述べ られてい る。

日産 プリンス 自動車販売㈱の 南条氏は,コ ンピュータ導入の期待効果 として,コ ス ト効果,

レベル効果,イ メージ効果,シ ステム効果 の項 目をあげ ている。 効果計算法には,置 換法,新

旧比較法,指 標管理法をあげている。 コ ンピェー タ費用は,マ シン費,人 件費,材 料費,設 備

費,一 般管理費,間 接部門費,デ ー タ通信費の項 目をあげてい る。 さらに,指 標管理法のステ

ップとして、期待効果の明確化,管 理指標の選定,現 状値の測定,Bef・r-e値 とAfter

値の 予測,金 額換算係数の決定,効 果計算,予 定実績対 比による効果の確認 をあげている。
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コ ン ピ ュ ー タ 投 資 の 費 用 と効 果 に 関 す る一 考 察

竹内浩二著(日 本IBM)

IBM資 料

1975年

P120～P132

コン ピュータの投資に関 しては,そ の費用 と収益 につい て十 分に客観的科学的 な方法で計数

化 お よび評価を しつつ,最 終 の決定に際 しては,そ の戦略的 な面での非計数的な効果 も十 分考

慮 して決定すべきであると述 べ,コ ンピュータの投資案の決定のプロセス と して,問 題の明確

化,調 査,分 析,解 釈 と評価 について考察 している。

問題の明確化 とは,問 題 の枠 および 目的 を明確に し,必 要 とされる諸条件 を整理 し,選 択の

ために どうい う評価基準を設定す るかである。

調査 とは,分 析の段階で利用する基 礎資料 をととのえ ることを目的 とす る.具 体的 には,デ

ータの収集/加 工
,要 因間の関連分析 代替案の列挙/開 発 な どで,詳 しくはベ ネフィット領

域(改 善 による潜在価値を もつ領 域)の 明確化 将来の展望について?

分 析は,調 査 したデータと要因 をもとに,モ デル関係式 を用 いて収益 ・費用の分析を行 う。

記述的に述 べられた情報(総 売上,入 力データ量,1人 当 た り労務費等で示された諸要因)か

ら,計 数的 なア ウトプッ ト(収 益 ・費用)を 得 るため に用い るのがモデル関係式で ある。

収益の計算 については収益 を3つ に分類 して説 明 してい る。①現 システ ムの費用 の削減 ②

現 システムの増加費用の防止@収 入の増加 の各収益 分類 ごとに,か つベ ネフィッ ト領域 ご

とに収益を計数化 していき,最 終のシステム投資案に結びつ けていく手法(米 国IBM開 発)

を紹 介 してい るo

費 用の計算 については,人 件 費,装 置の費用,そ の他 の費用 をもとに説明 している。

システムの総 費用は,そ の運 用費用 だけでは な く,開 発のための費用 も合せて計 算 しなけれ

ば ならない。 代替案の比較については,代 替案比較 プログ ラムqBUDGET ."に ついて。

解釈 と評価については。 投資の経済性効果 不確定性の問題,非 計 数的効果への配慮 につい

て。 また,投 資の経済性評価プログラム"BIS"の 説 明 をしている。 これは,あ る投資 の全

資本支出餐よび経 費と,全 収益の金額 および減価償却方法 と期間,税 率,割 引率,信 頼 性の程

度等 を入 力 し,キ ャッシュ ・フロー,回 収期間,正 味現在 価値,内 部利益率 および信頼 性分析

を出 力す る。
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コ ン ピュ ー タ投 資 と 効 果

IBM資 料

1975年

P5～P6

企業 の トップ ・マネジメン トは,コ ンピュータ導 入にかかわ る費用をコス トとい うよ りは投

資 とい う見方 でとらえるよ うになってきてお り,そ の回収が重要 な課題 となってい る。 これ を

評価す るた めの方法論,プ ログ ラム,具 体例 を紹介 している。

投資の経済性評価につい ての考慮点 を述 べてい る。①貨幣の時間価値 一 将来予定 してい

る利:益等 を現在の価値 に直 しては じめて複数の投資案の比較 が可能である。②資本 コス ト ー

投資に使 う資金は、各調達源泉 ごとにコス トがかか り,こ れ らを荷重平均 した ものであ る。③

キャッシュ ・フロー 一 差引正味流入額は近似的に利益+減 価償却費で表示 できる。 投資の

評価方法 と して次の3つ の方法 につい て記載されている。 ①回収期間法 一 投資額 を,い つ税

引前 キャッシュ ・ヌローの累計 が上 まわるかを求め る方法,② 内部利益率法 一 税引後キ ャッ

シュ ・フ ローを割 り引いて投資額 と等 しくす るような割引率を求める方法 ,③ 現在価値法一

税引後キャッシ ュ ・フ ローを資本 コス トで割 り引いたものか ら,投 資額 を引いた残額 を求める

方法,

IBM社 内のTSS「HONE」 に備 え られ てい るファイナソシ ャル ・エイ ド・プログ ラム

に含 まれ てい る費用分析 とDP予 算 ・計画 プログ ラム(BUDGET)に つい て記述 している。

費用の見積 りをする場合の留意点を5つ 列挙 してい る。 例えば,過 去 の費用の分析,投 資案ご

とに時系列に適用業務 ・装置などの計 画作成,投 資期間の全費用な どである。 このプログ ラム

は,過 去のDP費 用 の分析と将来のDP.費 用の計 画 ・比較 ・分析から成 っている。

メ リッ トについては,適 用業務から得られ るもの と,ハ ー ドウエア,ソ フ トウエアから得 ら

れ る もの とに分け,メ リットはできるだけ計数化 して,計 数化 できない ものは,文 章 で長所 ・

短所 を付記す る必要が ある。 また.効 果対費用分析 プログ ラム(BenefitInvestme-

ntSystem)の 概 要を述べ,さ らに効果測定の具体例 と して2企 業の大要 を紹介 してい る。
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費 用 対 効 果 の 問 題 解 決 と そ の 後 の 方 策 に つ い て

鈴木秀郎著(日 本郵 船)

CompurserReport

1975年5月

P36～P37

費用 対効果 の問題 につい ては,標 準化 された考え方がないのが現状である。コンピュータ白書

をもとに我 が国に おけ るコンピュータ利用の効果 の現状を述べ ている。

日本郵船におけ るコンビa－ 夕利用の効果 の現状にっい て説明では,昭 和45年 に調 査を開

始 し,同48年 に 情報処理 コス トの現状分析,経 費資本上の位置づけ等の問題解析 を行い,標

準的な測定方法(ソ フ トウエア)を 作成 した。現在,大 型 コン ピュー タ,中 型 コンピュータ,

小 型 コンピュータのそれぞれの システ ムで総投下費用 に対 して2倍 以上の効果 をあげている。

さらに効率 を上げ るために,外 部 の計算 センターの利用を考慮 してい る。

外部計算 センターの利用は,費 用対効果 に有効である。以 前から,オ ペ レーシ ・ンを中心 に

した作業を外部計 算セン ターに委託 していたが,今 後はさらに きめ細 かい外部計算 センターの

利用を考 えている。1日 当た りの総管理時間 および有効使用時 間を延 ばすため,今 後の要員 充

足対策のた めには,外 部計算 センターの有効活 用の必要性を述 べてい る。

コン ピュータ作業の外部委託 には,企 業秘密,フ ァイルなどの トラブル時の責任,委 託会社

の不測の事態の発生 などに よる危険等の難点が あるので,企 業 グル ープの共同計算 センターの

育成が必要で ある。昭和46年 に 日本郵船 と日本データ ・セ ンターとの共同出資に より日本 シ

ステム ・センターを設立 し,将 来は輸送情報処理を中心業務 とす る。 日本郵船グループならび

に関連す る業界,会 社の仕事 を引受けて,日 本 における特異 で優秀 な計算 セ ンターを 目標 に し

ているo
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情 報 化投 資 の効 果 分析

(財)機 械振興協会 ・新機械システムセンター 委託先 ・三井情報開発㈱

1976年3月

P1～P276

情報化投資の概念を明確にし,そ の効果を計量的に分析し,マ クロ的視点から情報化投資に

対する経済的効果を定量的に分析 している。次の3つ の視点をもって分析を行っている。①情

報化投資の概念の明確化とその現状把握 ②情報化投資と効果の相互関連の分析とその効果の

計量的把握 ③産業的マクロ的な観点から情報化投資の効果の計量的把握と,我 国経済成長や

労働力代替に対する効果の計測。

情報化投資の概念の明確化と,日 本および欧米の情報化投資の現状分析を行 っている。情報

化投資の効果には,① 企業内投資効果 ②生産波及効果 ③技術波及効果,が ある。 ここで述

べているのは,企 業内投資効果である。 これには省力化,経 費削減,迅 速化,正 確化,効 率化

などの直接的効果,資 金 の効率的利用,イ メージア ップなどの間接的効果があ る。 実際 の企業

等(7社)を 例に効果を分析 してい る。 一般的 に省力化効果 を次の式で測定 してい る。

導入後データ量

省力化効果一(× 導入前人員数 一 導入後人員)×1人 当 りの人件費

導入前データ量

また,情 報化投資効果のマクロ分析 として1人 当 りの国内総生産 とコン ビ=一 夕資本ス トッ

クの関係 よりグラフを用いて説明 してい る。

情報化投資の効果 を産業別に把えるためにコンピュータについて技 術進歩 を考慮 した生産関

数(Sal・w型 生産関数)を 設定 している。 これは,コ ンピュータが導入年 月によって生産

効率 が大幅 に異 なるため,そ れを修正す ることに よりコン ピュータ資本の効果 を計測する もの
`

であ り,間 接的効果 も含 めて情報化投資の効果が把握 でき,コ ン ピュータの技 術進歩を考慮 し

た等 価資本ス トックで言捌 す ることによ り情報化投資 の効果が正確に把握で き,ま た 景気変動

な どの要因をで きるだけ排除す る ことが可能 であるとしてい る。
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コ ン ピ ュ ー タ ・シ ス テ ム の 経 済 性 の 評 価

竹 内浩二著.(日 本1BM)

情 報 処理

1976年12月

P1152～P1159

コ ン ピュータの利用効果の測定につい て考察 し
,費 用 との比較におい ての評価,す なわ ち投

資効果の評価についてふれ,そ れぞれ の作業の生 産性向上 をはかるための プログ ラムを紹介 し

ている。

効果については,直 接効果 と間接効果 に大別 してい る。 直接効果 とは,コ ンピュータの利用

により,従 来の情報処理業務 がコンピュータに置 きかえられ,そ の結果不必要 となった情報処

理の 直接 費(人 件 費,そ の他の費用)で ある。 また,直 接効果は比較的計数化が容易であ り,

非 計数的効果は原則 として存在 しない。間接効果 とは,コ ンピュータ より得 られた より質の高 ・

い情報あるいは新規に得られた情報 が企業 の意思決定に何らかのインパク トを与 え
,そ の結果

得 られる経営上の成果(収 入の増大 または支出の減少)で ある。 この場 合コン ピュータの利 用

は誘因であ り,効 果の多少は利用者の利用の仕方 にあ るとい う意味で,こ れ を間接効果 と呼ん

でいるo

効果 の測定の1つ の方法 として,米 国IBMで 開発 された"VA"と 呼 ばれてい る手法 を紹

介 してい る。 この手法は,作 業の詳細 な分析 をは じめとす る現状の システ ムの分析か ら,現 在

かかえている問題点を摘出 し,そ の解決に より得 られ る効果 をシステム ・ライフ全期間にわた

って計算 し,評 価す る手法であ り,基 本 的には4つ のステ ップに分けられ る。① 現状の分析

②将 来の予測 ③解決案に よる効果 ④ システ ム改善案の経 済性評価,で あ る。

ここでい う費用 とは,事 前の研究 ・調査費,開 発の着手から稼動までの開発費,そ の後の稼

動費の3つ に分け ることができ,使 途別 にい うと装置 費,要 員費,そ の他の費用 に分け られ る。

効果 ・費用 シミュレーシ ョン ・プログ ラム(BenefitCostSimulator)の 概 念

機能 につい て記述 され,ま た投資効果 の評価項 目,投 資の経済性効果 分析 プログ ラム(Ben-

efit/InvestmentSystem)に つい て説明 している。

近年各企業 において経済性の面から システ ムの 見直 しが提起されは じめた ことは,不 況の一

現象 と して把握すべきではな く,シ ステ ムの巨大化 と,省 力化 から経営 のツールへの発展とい

う歩 みが,み ずか ら導 き出 した問題 であ るとまとめてい る。
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